
評価指標に基づく評価結果(一覧)　(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添4-1
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Ａ Ｂ C

１

【Ｐ】

１

【Ｐ】

前回訓練結果に
対する分析・評
価が行われ、全
体を網羅した情
報フローへ反映
している

全体を網羅した
情報フローを作
成している

情報フローを作成しているも
のの、全体が網羅されていな
い又は情報フローを作成して
いない A A A A A

２－１
事故・プラントの状況

3.3 a 3.4 a 3.8 a 3.7 a 3.7 a

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

3.3 a 3.3 a 3.8 a 3.9 a 3.9 a

２－３
戦略の進捗状況

3.1 a 3.3 a 3.9 a 3.8 a 3.8 a

３

【Ｄ】

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障があり、改善
の余地がある

A 3.7 - － A 3.7 － － － －

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障があり、改善
の余地がある

A 3.5 A 3.3 A 3.5 A 3.9 A 3.9

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障があり、改善
の余地がある

A 3.6 A 3.2 A 3.7 A 3.4 A 3.4

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障があり、改善
の余地がある

A 3.7 A 3.3 A 3.8 A 3.5 A 3.5

４

【Ｄ】

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

B A A A A

５

【Ｐ】

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等が、前回まで
の訓練の課題について検証で
きない

A A A A A

６

【Ｐ】

６

【Ｐ】

全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対して全て
のシナリオを提示

A A A A A

７

【Ｐ】

７

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオであった

A A A A A

８

【Ｄ】

８

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A A A A A

９

【Ｄ】

９

【Ｄ】

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

A A A A A

１０

【Ａ】

１０

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし

A A A A A

１１

【Ｃ】
【Ａ】

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

A A A A A

１２
【Ｐ】
【Ｄ】

１２
【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

A A A B A

１３
【Ｐ】
【Ｄ】

１３
【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要
員の総数のうち
本訓練を受ける
必要のある者の
９０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

A A A A A
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－

２

【Ｄ】
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・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ:第2開発室（Pu2）における消火活動訓練及び救護訓練、モニタ
リングカー等による放射線測定訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、現場指揮所、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価:なし

評価指標だけで表せない
取組等を記述する。

－ － －

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　原子力科学研究所中期計画:2022年12月改訂
　日本原子力研究開発機構本部中期計画:2022年8月改訂

○計画的な教育や訓練等
　教育：2回（内訳：原科研1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：4回（内訳：原科研2回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　核燃料サイクル工学研究所中期計画:2022年12月改訂
　日本原子力研究開発機構本部中期計画:2022年8月改訂

○計画的な教育や訓練等
　教育：2回（内訳：核サ研1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：4回（内訳：核サ研2回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

中期計画の見直し 前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　再処理事業部　非常時等の措置に係る中長期訓練計画:2022年10月改訂
　全社対策本部原子力防災訓練中期計画:2022年9月改訂

○計画的な教育や訓練等
　教育：4回（内訳：事業部1回、全社3回）
　　　　　 （内容：防災教育等）
　訓練：169回（内訳：事業部143回、全社26回）
　　　　　 （内容：代替電源供給対応訓練等）

最大６分

【SE】5分～6分
【GE】6分

最大３分

【SE】
・3分
【GE】
・3分

最大３分

【SE/GE】3分

１０条通報に要した時間 最大７分

【SE】7分
【GE】5分

最大11分

【SE】9分～10分
【GE】11分

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　大洗研中期計画：2022年11月改訂
　機構本部中期計画：2022年8月改訂

○計画的な教育や訓練等
　教育：2回（内訳：大洗研1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：2回（内訳：大洗研1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　もんじゅ中期計画:2022年10月改訂
　機構本部中期計画:2022年8月改訂

○計画的な教育や訓練等
　教育：19回（内訳：もんじゅ5回、敦賀本部7回、機構本部7回）
　　　　　 （内容：防災教育、災害対策資料の教育）
　訓練：14回（内訳：もんじゅ5回、敦賀本部5回、機構本部4回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ:廃棄物管理施設において、外部電源喪失時に対応可能な敷地境
界付近の放射線量低減対策訓練（フォークリフトを使用した廃棄物容器
の設置）及び身体汚染のある負傷者の救護訓練。HTTRにおいて全電源喪
失時に、可搬型発電機及び仮設照明の設置による原子炉の監視訓練。所
内及び原子力事業所災害対策支援拠点（原子力科学研究所）から派遣さ
れたモニタリングカーによる放射線測定訓練。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:有（アクセルルートのガレキ散乱による撤去、可搬型
発電機（所内各所）の燃料枯渇による給油）
・連携状況:現場、現場指揮所、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価:なし

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ:使用済燃料貯蔵槽（燃料池）の漏水隔離対応、燃料池水の補給
対応、燃料池水位監視対応の訓練、緊急対策室の照明停止に伴う仮設照
明の準備、ＳＰＤＳ伝送停止に伴う代替データ送付対応、構内における
モニタリングカーによる放射線測定訓練。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策室、敦賀本部、即応センター
・他事業者評価:なし

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ:原子炉プールの冠水維持及び漏水隔離対応、プール水の復旧に
伴う外部給水設備の設置訓練、モニタリングカーによる放射線測定訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:有（サイフォンブレーク弁の遠隔操作不能、原子炉
プールへの外部給水源からの給水時の外部ポンプ故障）
・連携状況:現場、中央制御室、事故現場指揮所、緊急時対策所、即応セ
ンター
・他事業者評価:なし

現場実動訓練の実施 ・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ:重大事故対策手順に基づいた、防護装備の着装、アクセスルー
ト確認、拡大防止対策の実施
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:有（起動した非常用D/Gの故障停止による重大事故対応
（燃料損傷）の開始判断、時間制限がある重大事故対策の作業において
現場での要員以外の負傷者発見を状況付与）
・連携状況:現場、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価:事業部対策本部に他事業者の評価者（２名）を受け入れ

訓練参加率：95％

・訓練参加者：36名
・計画人数　：38名

訓練参加率：100％

・訓練参加者：36名
・計画人数　：36名

訓練参加率：100％

・訓練参加者：36名
・計画人数　：36名

訓練参加率：100％

・訓練参加者：91名
・計画人数　：91名

訓練参加率：87.1％

・訓練参加者：74名
・計画人数　：85名

訓練参加率：98.6％

・訓練参加者：208名
・計画人数　：211名

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

訓練参加率：100％

・訓練参加者：132名
・計画人数　：132名

訓練参加率：100％

・訓練参加者：36名
・計画人数：36名名

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

訓練参加率：100％

・訓練参加者：322名
・計画人数　：322名

訓練参加率：96.2％

・訓練参加者：285名
・計画人数：296名

①～③が実施されてる

〇①3件の課題・問題点が抽出されている

〇②3件の課題・問題点に対して原因分析がされている

〇③3件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討され
ている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①原子力事業者間の支援活動
・機構対策本部長に支援物資（防護マスク）の支援を要請。大洗研
究所からの支援物資の受入を含めた支援活動を実施。

〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・原子力事業所災害対策支援拠点として実施機構本部駐車場を立ち
上げ、大洗研究所から支援される資機材の一時受け入れを実施。

〇③原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を茨城地区の要素
訓練として実施。

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①原子力事業者間の支援活動
・機構対策本部長にモニタリングカーの支援を要請。大洗研究所か
らのモニタリングカーの受入を含めた支援活動を実施。

〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・原子力事業所災害対策支援拠点として実施機構本部駐車場を立ち
上げ、大洗研究所から支援される資機材の一時受け入れを実施。

〇③原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を茨城地区の要素
訓練として実施。

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

３つ該当

○①他原子力事業者への視察
　【事業部】
　・即応センター又は緊急時対策所：3訓練（NMCC六ヶ所　他）
　・ERC(統原防NWを含む）：4訓練（JAEA人形峠　他）
　【全社】
　・即応センター又は緊急時対策所：1訓練（東電１F、２F）
　・ERC(統原防NWを含む）：16訓練（関電高浜　他）

○②自社訓練の視察受入れ
　・青森県内原子力事業者からの視察（2名）受入れを実施

○③ピアレビュー等の受入れ
　・青森県内原子力事業者から評価者（4名）の受け入れを実施

3つ該当

〇①他原子力事業者への視察
　【大洗研究所】
  ・ERC（統原防NW、DVDを含む）：4訓練（東北電女川　他）
　【機構本部】
　・ERC：4訓練（東電1F,2F　他）

〇②自社訓練の視察受入れ
　・東海ノア協定を締結している他事業者の見学を受け入れを実施
　・統合防災NW上で他事業者の見学を受け入れを実施

〇③ピアレビュー等の受け入れ
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社の受け入れを実施

①～③が実施されてる

〇①2件の課題・問題点が抽出されている。

〇②2件の課題・問題点に対して原因分析がされている

〇③2件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策
が検討されている

【参考：更なる改善事項の抽出】2件
【参考：前回訓練から改善されていない課題】

①～③が実施されてる

〇①2件の課題・問題点が抽出されている。

〇②2件の課題・問題点に対して原因分析がされている

〇③2件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討され
ている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし
【参考：更なる改善事項の抽出】
1件

①～③が実施されてる

〇①2件の課題・問題点が抽出されている。

〇②2件の課題・問題点に対して原因分析がされている

〇③2件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討され
ている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし
【参考：更なる改善事項の抽出】
2件

３つ該当

〇①他原子力事業者への視察
　【もんじゅ】
  ・ERC（統原防NW）：1訓練（関電高浜）
　【機構本部】
　・ERCERC(統原防NWを含む）：4訓練（東電1F,2F　他）

〇②自社訓練の視察受入れ
　・統合防災NW上で他事業者の見学を受け入れを実施

〇③ピアレビュー等の受け入れ
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社の受け入れを実施

３つ該当

○①他原子力事業者への視察
　【原子力科学研究所】
　・ERC(統原防NW、DVDを含む）：2訓練（九電川内　他）
　【機構本部】
　・ERC(統原防NWを含む）：4訓練（東電1F,2F　他）

○②自社訓練の視察受入れ
　・東海ノア協定を締結している他事業者の見学を受け入れを実施
　・統合防災NW上で他事業者の見学を受け入れを実施

○③ピアレビュー等の受入れ
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社の受け入れを実施

３つ該当

○①他原子力事業者への視察
　【核燃料サイクル工学研究所】
　・ERC(統原防NW、DVDを含む）：4訓練（JNFL再処理　他）
　【機構本部】
　・ERC(統原防NWを含む）：4訓練（東電1F,2F　他）

○②自社訓練の視察受入れ
　・統合防災NW上で他事業者の見学を受け入れを実施

○③ピアレビュー等の受入れ
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社の受け入れを実施

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

①～③が実施されてる

〇①4件の課題・問題点が抽出されている。

〇②4件の課題・問題点に対して原因分析がされている

〇③4件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討され
ている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし
だたし、通報文の記載内容に関する改善については、一定程度の改
善が見られ、有効性が確認されているるものの、令和4年度の訓練に
おいて、一部情報の不足が抽出されたことから、再度、改善事項と
して取り扱っている。

4つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
○②記者等の社外プレーヤの参加
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社の参加
〇③模擬記者会見の実施
　・あり(東京事務所で模擬記者会見を実施)
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施（実施主体；機構本
部）

4つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
○②記者等の社外プレーヤの参加
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社の参加
〇③模擬記者会見の実施
　・あり(東京事務所で模擬記者会見を実施)
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施（実施主体；機構本
部）

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①原子力事業者間の支援活動
・個別訓練において、原子力事業者間協定に基づく他事業者
　の受入れおよび支援に係る支援拠点での実動訓練を実施

〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・個別訓練において、原子力事業所災害対策支援拠点での除染テン
ト設営に係る実動訓練を実施。
・総合訓練において後方支援拠点、即応センター間の通信確立に係
る実動訓練を実施

〇③原子力緊急事態支援組織との連動
・個別訓練において、原子力緊急事態支援組織と連動したロボット
操作訓練を実動訓練としてを実施。

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①原子力事業者間の支援活動
・機構対策本部長にモニタリングカーの支援を要請。原子力科学研
究所からモニタリングカーの受入を含めた支援活動を実施。

〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・原子力事業所災害対策支援拠点として、原子力科学研究所安全管
理棟の立ち上げを実施。

〇③原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を茨城地区の要素
訓練として実施。

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①原子力事業者間の支援活動
・事業者間の支援活動として、敦賀対策本部から関電、原電に若狭
支援連携本部（原子力緊急時支援・研修センター 福井）への参集を
連絡し、要員の受け入れを実働

〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・資機材の受入を敦賀地区の要素訓練として実施

〇③原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を敦賀地区の要素
訓練として実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った
外部への情報発信

4つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・ＥＲＣ広報班にリエゾンを派遣し連動したプレス対応を実施
○②記者等の社外プレーヤの参加
　・記者役で東北電力が参加
〇③模擬記者会見の実施
　・あり(事務本館、青森、東京間でＴＶ会議システムを接続し模擬
記者会見を実施)
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ＨＰでの情報発信を実施

4つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練において実施
〇②記者等の社外プレーヤの参加
　・近隣の原子力事業者（日本核燃料開発）
〇③模擬記者会見の実施
　・あり(大洗研で模擬記者会見を実施)
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施（原科研・核サ研訓練
にて実施）（実施主体；機構本部）

3つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
▲②記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
〇③模擬記者会見の実施
　・あり(東京事務所で模擬記者会見を実施)
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信（もんじゅ訓練にて
実施）
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施（実施主体；機構本
部）

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○緊急時対策所:全てのプレーヤに非提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○緊急時対策所：全てのプレーヤに非提示
○即応センター：全てのプレーヤに非提示

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた（4つ該当）

〇①発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・再処理施設、廃棄物管理施設（2施設）でAL以上
〇②能力向上
　組織要員の能力向上を目的として、設備の故障や応急対策作業に
負荷を与える負傷者救出作業の想定といった現場対応に負荷を与え
るシナリオ。
〇③EAL判断(地震・津波等除く)
　　AL:1（AL25)､SE:1（SE30)､GE:1（GE29）
〇④場面設定等(３つ以上の付与)
　1)気象：敷地内での落雷発生（モニタリングポスト異常値）
　2)資機材：緊急時対策所の照明設備使用不能（仮設照明設置）
　3)オフサイトセンター要員派遣：OFCへの対応要員の実動派遣
　4)その他：重大事故対策設備等の故障、重大事故対策作業員の負
傷、返還ガラス固化体輸送容器の落下

【シナリオ概要】
震度６強の地震発生を起因事象とし、再処理事業所は全交流電源喪
失。30分以上継続したことからAL25を判断。使用済燃料プールは､非
常用電源の確保に成功。
再処理施設の重大事故対策(蒸発乾固･水素爆発)を準備中､使用済燃
料プールも全交流電源喪失発生､燃料損傷対策を実施。
廃棄物管理施設セル内でガラス固化体が落下。
余震の発生により、ループ通水が不能となり、高レベル廃液ガラス
固化建屋の一部貯槽が100℃を超過する（AL29)。温度はさらに上昇
し、120℃に到達する。（GE29）
使用済燃料プールは、大規模な漏えいが発生しプール水位が低下す
る（AL30）。プール水位はさらに低下し、SE30の水位に達する。
その後、ポンプ交換によるループ通水の再開、大型ポンプによる
プールへのスプレイ散水により収束に向かう。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた（4つ該当）

〇①発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・原子力科学研究所と同時発災で訓練を実施したため、複数施設
でAL以上とする。
〇②能力向上
・監視盤信号線の一部断線により遠隔での排風機の切替えが行えな
い状況において、二の矢、三の矢として、現場盤での切換操作や分
電盤での電源停止操作を行う対応戦略の判断を検討させるシナリ
オ。
○③EAL判断(地震・津波等除く)
　複数事業所同時発災により、機構対策本部は複数のEAL対応を行っ
ている。事業所対策本部についても同時発災してEALに至る事態であ
る隣接事業所からの影響を考慮した対応を行っている。
〇④場面設定等(３つ以上の付与)
　1)資機材の状況：通信設備（FAX機）の一時不調による代替手段の
活用
　2)オフサイトセンター要員派遣：ＯＦＣへの実動派遣、現地対策
本部と情報交換
　3)その他：火災及び負傷者の発生

【シナリオ概要】
震度６弱の地震発生を起因事象とし、核燃料物質使用施設のプルト
ニウム燃料技術開発センター第2開発室（Pu2）において火災が発生
する。さらに第1開発室(Pu1)において、グローブボックス系排気配
管に設置されているフィルタ機能の喪失により排気筒から放射性物
質が放出され、原災法第10・15 条事象（SE02/GE02）に至る。Pu2の
事象は初期消火により鎮静化。Pu1の事象は、グローブボックス系排
風機を現場で直接切換え操作することにより収束。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた（4つ該当）

〇①発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・原子炉施設(1/5施設)、使用施設及び廃棄物管理施設(1/21施設)
でAL以上
〇②能力向上
　廃棄物管理施設の発災時に、外部電源喪失時における敷地境界付
近の放射線量低減対策を検討させ、手順書を柔軟に活用し、遮へい
機能のある廃棄物容器（未使用）をフォークリフトにより実働で設
置させるシナリオ。
○③EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　・廃棄物管理施設　AL:0､SE:2､GE:1
　・HTTR　　　　 　 AL:3､SE:1､GE:0
〇④場面設定等(３つ以上の付与)
　1)場所：2施設発災、アクセスルート使用不能
　2)気象：訓練中に余震発生
　3)体制：原子力防災管理者の一時不在
　4)資機材の状況：手順外で廃棄物容器（未使用）をGE対策で設置
　5)オフサイトセンター要員派遣：所内の会議室をOFCに模擬して対
応を実施。
　6)その他：汚染傷病者、可搬型発電機（所内各所）の燃料枯渇

【シナリオ概要】
震度６弱の地震を起因事象とし、廃棄物管理施設では高線量廃棄物
の取り扱い中に、遮へい体の落下等により、ＳＥ，ＧＥに至る。外
部電源喪失中に遮へい機能のある廃棄物容器の設置、外部電源復旧
後に高線量廃棄物を移動することにより収束。
原子炉施設であるHTTRにおいては、原子炉の運転中に、全交流電源
の喪失、格納容器内圧の上昇後に壁の亀裂による原子炉冷却系障壁
及び原子炉格納容器の障壁の喪失、非常用空気浄化系機能喪失等に
よりＳＥに至る。その後非常用発電機の復旧により収束。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた（4つ該当）

〇①発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・原子炉施設(1/1施設)でAL以上
〇②能力向上
　人が立入できない隔離された部屋において水漏えいが発生し、当
該部屋の水漏えい警報が発報せずに燃料池水位の低下が継続してい
る状況（目視で現場確認しても漏えい箇所発見できない状況）にお
いて、緊急時対策所で漏えい推定箇所や漏水隔離対応の検討・判断
を行わせるシナリオ。
〇③EAL判断(地震・津波等除く)
　　AL:1､SE:2､GE:1
〇④場面設定等(３つ以上の付与)
　1)計器の故障：「脱塩器漏えい」警報の故障（漏えい箇所発見の
遅延）、ＥＲＳＳ伝送停止
　2)オフサイトセンター要員派遣：OFCへの実動派遣
　3)その他：汚染傷病者

【参考：シナリオ概要】
震度６弱の地震を起因事象とし、燃料池水の漏えい、燃料体吊上げ
状態での燃料移送機停止（燃料体の気中露出）状態となる。その
後、水位低下が進み使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失及び敷地境界
付近の放射線量の上昇により、ＳＥ、ＧＥに至る。その後、漏えい
箇所の隔離、構内純水供給系・屋外消火栓からの給水及び燃料貯蔵
ラックへの燃料体収納により収束。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた（4つ該当））

〇①発災を想定する施設(複数又は全施設)
　核燃料サイクル工学研究所と同時発災で訓練を実施したため、複
数施設でAL以上とする。
〇②能力向上
　サイフォンブレーク弁の遠隔操作失敗により現場での手動開操作
及び原子炉プールへの給水における外部給水設備を実働で設置させ
るシナリオ。
○③EAL判断(地震・津波等除く)
　複数事業所同時発災により、機構対策本部は複数のEAL対応を行っ
ている。事業所対策本部についても同時発災してEALに至る事態であ
る隣接事業所からの影響を考慮した対応を行っている。
〇④場面設定等(３つ以上の付与)
　1)体制：原子力防災管理者の一時不在
　2)資機材の状況：サイフォンブレーク弁の遠隔操作不能、原子炉
プールへの外部給水源からの給水時の外部ポンプ故障
　3)オフサイトセンター要員派遣：ＯＦＣへの模擬派遣、現地対策
本部と情報交換。
　4)その他：管理区域内での負傷者の発生

【シナリオ概要】
震度６弱の地震発生を起因事象とし、原子炉運転中のJRR-3が自動停
止。原子炉冷却材の漏えいが起こり、原子炉プール水位の低下が生
じ、警戒事態(AL-R3-21)を経て、原災法第10事象(SE-R3-21)、15 条
事象(GE-R3-21)に至る。現場でのサイフォンブレーク弁の手動によ
る開操作、止め弁の閉止操作、軽水貯留タンクより原子炉プールに
給水することにより収束。

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○緊急時対策所:全てのプレーヤに非提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○緊急時対策所:全てのプレーヤに非提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○緊急時対策所:全てのプレーヤに非提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
・前回の訓練課題を検証できるよう、「課題チェックリスト」を作
成し、改善策の有効性を確認している。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④46%､③54%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画資料や備え付け資料を的確に使っていて良かった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④46%､③54%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画資料や備え付け資料を的確に使っていて良かった。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

3つ該当

○①通報文の正確性
　・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報さ
れていた。

○②ＥＡＬ判断根拠の説明
・「ＥＡＬ判断フロー」を用いて説明した。

〇③１０条確認会議等の対応
　・10条確認(SE30): 3分（判断16：11、確認16：14）
　・15条認定(GE29): 4分（判断16：26、認定16：30）
　・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に行われた
　・10条、15条会議の対応は全社対策本部副本部長（常務執行役
員）が行った。

▲④第２５条報告
　・事象の進展に応じ、速やかな報告を行うことができなかった。
　　16:11SE30（使用済燃料貯蔵槽の水位の異常）判断
　　16:20燃料貯蔵プールへのスプレイ再開
　　16:25値料貯蔵プールの水位上昇を確認
　　16:26GE29（蒸発乾固の発生）
　　17:07(第7報)応急措置の概要（再処理施設）

　16:20、16:25に特定事象（SE30）に対する重要な進展があったに
もかかわらず、第25条報告がなされたのは17:07であった。その間に
GE29が発生するというプレーヤーに負荷がかかる状況があったもの
の、SE30への対応については、速やかに報告すべきであり、期待す
るタイミングよりも遅れていると判断できる。

4つ該当

〇①通報文の正確性
・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報され
ていた。
　
〇②ＥＡＬ判断根拠の説明
　「発生事象状況確認シート」を用いて説明した。

〇③１０条確認会議等の対応
　・10条確認(SE-HT40): 5分（判断14：11、確認14：16）
　・15条認定(GE01): 5分（判断14：50、認定14：55）
　・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に行われた
　・10条、15条会議の対応は機構対策本部副本部長が行った。

〇④第２５条報告
　・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（4回報
告）
　　14:42(第 9報)対応状況、プラント状況等
　　15:15(第12報)対応状況、プラント状況等
　　15:41(第13報)対応状況、プラント状況等
　　16:13(第15報)対応状況、プラント状況等

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
・前回の訓練課題を検証できるよう、「課題チェックリスト」を作
成し、改善策の有効性を確認している。

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
・前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策
が有効に機能するものであるか検証できる計画を作成している。
・前回の訓練課題を検証できるよう、「課題チェックリスト」を作
成し、改善策の有効性を確認している。

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
・前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策
が有効に機能するものであるか検証できる計画を作成している。
・前回の訓練課題を検証できるよう、「課題チェックリスト」を作
成し、改善策の有効性を確認している。

4つ該当

○①通報文の正確性
　・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報さ
れていた。
　
○②ＥＡＬ判断根拠の説明
・「発生事象状況確認シート」を用いて説明した。

〇③１０条確認会議等の対応
　・10条確認(SE30): 5分（判断14：20、確認14：25）
　・15条認定(GE01): 3分（判断14：46、認定14：49）
　・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に行われた
　・10条、15条会議の対応は機構対策本部副本部長が行った。

〇④第２５条報告
　・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（3回報
告）
　　14:34(第 7報)対応状況、プラント状況等
　　15:00(第10報)対応状況、プラント状況等
　　15:14(第11報)対応状況、プラント状況等

4つ該当

○①通報文の正確性
　・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報さ
れていた。
　
○②ＥＡＬ判断根拠の説明
・「発生事象状況確認シート」を用いて説明した。

〇③１０条確認会議等の対応
　・10条確認(SE-R3-21): 4分（判断14：30、確認14：34）
　・15条認定(GE-R3-21): 3分（判断14：56、認定14：59）
　・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に行った。
　・10条、15条会議の対応は機構対策本部副本部長（理事）が行っ
た。

○④第２５条報告
　・事象進展に応じて継続して報告がされている
　　15:03(第 6報)対応状況、プラント状況等
　　15:17(第 8報)対応状況、プラント状況等
　　15:34(第 9報)対応状況、プラント状況等
　　16:53(第10報)対応状況、プラント状況等

4つ該当

○①通報文の正確性
　・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報さ
れていた。
　
○②ＥＡＬ判断根拠の説明
・「発生事象状況確認シート」を用いて説明した。

〇③１０条確認会議等の対応
　・15条認定(SE02/GE02): 5分（判断14：10、認定14：15）
　・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に行った。
　・15条会議の対応は機構対策本部副本部長（理事）が行った。

○④第２５条報告
　・事象進展に応じて継続して報告がされている
　　14:49(第4報)対応状況、プラント状況等
　　15:25(第6報)対応状況、プラント状況等
　　15:45(第7報)対応状況、プラント状況等

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
・前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策
が有効に機能するものであるか検証するため、「前回訓練の訓練課
題を踏まえた訓練実施計画等の策定」を作成している。
・前回の訓練課題を検証できるよう、「確認事項（チェックリス
ト）」を作成し、改善策の有効性を確認している。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④47%､③40%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付資料の図面類で、弁の作動形態（逆止弁、自動作動弁
（電動、空気作動）、手動弁等）も含めてわかりにくいとこ
ろ、正しくないように思われるところがある。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③57%､②7%､①0%

【良好事例、不足する点】
・古い図面やページ間違いがあった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④67%､③27%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付資料は戦略シート等を含めてよく整備されており確認し
やすかった。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④50%､③44%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP資料等は必要な頻度で更新され共有されていた。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④40%､③40%､②20%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP資料は手書きもあり、画面越しでは確認しにくい点
　が多々あった。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④50%､③29%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・事象対応の戦略について分かりやすい説明がなされていた。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④57%､③29%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンが適切にサポートできている。

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④57%､③21%､②0%､①7%
【良好事例、不足する点】
・ERSSの活用もできていた。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③64%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画を的確に使っていて良かった。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③64%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画を的確に使っていて良かった。

　

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④40%､③53%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンによる配布のタイムラグは許容範囲であった。
・リエゾンが配布済みの資料を改訂する場合には、改訂の趣旨
の記載、改訂箇所の明記等、情報の出し方について工夫してほ
しい。一瞥では改訂の趣旨が伝わらず、誤送付なのかなど迷う
時間が生じた。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④46%､③46%､②0%､①8%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンはもっと積極的に活動してもよい。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤9%､④55%､③18%､②18%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは積極的に発言し書画情報等も速やかに共有され
　た。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④57%､③29%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンが適切にサポートできている。

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○前回の訓練結果に対する分析・評価を踏まえ、訓練計画時点で､情
報フローが作成されている
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　指標２については、２－１～２－３につ
てそれぞれ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積
      極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われて
      いる
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地
      がある

その上で、以下により全体としての評価を
決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく
          、積極的に情報共有が行われて
　　　　　いる
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行わ
          れている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の
          余地がある

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行わ
れている

○COP資料や発話など、昨年よりもわかりやすさが向上して
いると感じた。

〖事故・プラントの状況〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④60%､③33%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・状況の進展に応じて適切に情報提供されていた。
・ERCとの連携開始早々は、状況が錯綜する段階で、発話者
の１つの事象に対する説明が長い場面があった。冒頭の段
階ほど、簡潔、明瞭に努めるべき。また、EALの説明、戦
略、手順の説明においても早口で、一方的な発話が散見さ
れた。ここも、共有の観点から、相手の理解の確認が必
要。

〖進展予測と事故収束対応戦略〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④57%､③29%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・応急対策は複層的に立てられており、代替対策も事前に
的確に説明できていた。

〖戦略の進捗状況〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④64%､③29%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・発生、着手等の時刻に関する発話の欠落が散見された。

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有
が行われている

○COP資料や発話など、昨年よりもわかりやすさが向上して
いると感じた。

〖事故・プラントの状況〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④60%､③33%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・状況の進展に応じて適切に情報提供されていた。
・ERCとの連携開始早々は、状況が錯綜する段階で、発話者
の１つの事象に対する説明が長い場面があった。冒頭の段
階ほど、簡潔、明瞭に努めるべき。また、EALの説明、戦
略、手順の説明においても早口で、一方的な発話が散見さ
れた。ここも、共有の観点から、相手の理解の確認が必
要。

〖進展予測と事故収束対応戦略〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④57%､③29%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・応急対策は複層的に立てられており、代替対策も事前に
的確に説明できていた。

〖戦略の進捗状況〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④64%､③29%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・発生、着手等の時刻に関する発話の欠落が散見された。

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有
が行われている

○情報数が多く、つぎつぎ説明が続き、情報把握が難し
　かった場面もあったが全般的によくできていた。

〖事故・プラントの状況〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④75%､③13%､②6%､①0%
【良好事例、不足する点】
・情報の不足がないように展開されたため矢継ぎ早に発話
　され聞き取りが難しかった。情報を整理して、時系列に
　沿って発話されるとよくなると思う。

〖進展予測と事故収束対応戦略〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④69%､③25%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・進展予測について、SEになる見込み時間など、特にオフ
　サイトの対応にとって重要な情報は早めに提供してもら
　いたい。

〖戦略の進捗状況〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④63%､③25%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・事象収束について、何をいつ準備し、どうなっていると
　の発話が不足していた。

AA

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有
が行われている

○COP資料や発話など、昨年よりもわかりやすさが
向上していると感じた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④33%､③40%､②20%､①0%
・廃棄物管理施設については、漏えいのおそれがな
いことを確認し、重要度を下げ、通報FAXでの情報
共有に抑えて、再処理に専念できるようにされたの
は良かった。
・自動起動失敗後に故障の判断をしたのか等もちゃ
んと整理して発話願いたい。インベントリ情報も確
実に共有するよう整理方法を検討されたい。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④47%､③40%､②13%､①0%
・GEにおいて放出予測の説明がなかったが、情報整
理はされていたのか。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④20%､③67%､②13%､①0%
・戦略の説明不足については、COPのフォーマット
の問題もあるように感じるので、総合的に検討され
たい。

ＪＡＥＡ　核燃料サイクル工学研究所
令和4年12月13日 令和4年12月20日 令和5年1月24日 令和5年2月21日 令和5年2月21日

区分 No. 指標
基準 日本原燃　再処理事業部 ＪＡＥＡ　大洗研究所 ＪＡＥＡ　もんじゅ ＪＡＥＡ　原子力科学研究所

情報共有のための情報フ
ロー

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○前回の訓練結果に対する分析・評価を踏まえ、訓練計画時点で､情
報フローが作成されている

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○前回の訓練結果に対する分析・評価を踏まえ、訓練計画時点で､情
報フローが作成されている

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○前回の訓練結果に対する分析・評価を踏まえ、訓練計画時点で､情
報フローが作成されている

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○前回の訓練結果に対する分析・評価を踏まえ、訓練計画時点で､情
報フローが作成されている

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有
が行われている

○基本的にはよくできていたと思われる。COPや備付資料の
もう少しの工夫でさらに情報共有の円滑化がなされるもの
と思料。

〖事故・プラントの状況〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④44%､③50%､②6%､①0%
【良好事例、不足する点】
・情報の伝達が早いのは良いが、情報が整理されておらず
混乱した。
　
〖進展予測と事故収束対応戦略〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④38%､③50%､②13%､①0%
【良好事例、不足する点】
・トラブル事象に関して、要因や経過がよく分からない
　ケースがあった。

〖戦略の進捗状況〗
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④50%､③31%､②19%､①0%
【良好事例、不足する点】
・発生事象についての説明、対策・処置等の発話にお
　いて、時刻に係る発話の欠落が散見された。

３

【Ｄ】

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤15%､④38%､③46%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・中央制御室において、シナリオスキップ後のＥＲＳＳ伝送
データを模擬するエクセルマクロがうまく動作しなかった（マ
ルファンクションとしてではなく）ことに対して、コントロー
ラ等ではなく、訓練参加者（再処理の緊急時対策所からの応援
要員）が対応していたので、改善が必要と思われる。
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添４－２
1／8

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

施
設

R4.12.13
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

区分
情報共有・通報
（計画・立案）

指標１ 情報共有のための情報フロー
評価対象の
考え方など

　訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローの計画について確認する。
　情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦
略、④戦略の進捗状況）、⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目的で、どのよ
うにの観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。
　また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を反映したものとしているかを確認す
る。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ、全体を網羅した情報フローへ反映している 5
全体を網羅した情報フローを作
成している

0
情報フローで全体が網羅されていな
い　又は　情報フローを作成していな
い

0
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添４－２
2／8

Ｂ Ｃ

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）  
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

2-1評価 2-2評価 2-3評価

ＪＮＦＬ再処理事業部 3.3 a 3.3 a 3.1 a

JAEA大洗研究所 3.4 a 3.3 a 3.3 a

JAEA高速増殖原型炉もんじゅ 3.8 a 3.8 a 3.9 a

JAEA原子力科学研究所 3.7 a 3.9 a 3.8 a

JAEA核燃料サイクル工学研究所 3.7 a 3.9 a 3.8 a

備
考

　

特
徴
的
な
実
施
内
容

事業所 特記事項事故・プラ
ント状況

進展予測
と収束戦略

戦略の進
捗状況

全般：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている。
状況：廃棄物管理施設については、漏えいのおそれがないことを確認し、重要度を下げ再処理に専念できるようにされたのは良かった。
進展：GEにおいて放出予測の説明がなかったが、情報整理はされていたのか。
戦略：戦略の説明不足については、COPのフォーマットの問題もあるように感じるので、総合的に検討されたい。

全般：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている。
状況：情報の伝達が早いのは良いが、情報が整理されておらず混乱した。
進展：トラブル事象に関して、要因や経過がよく分からないケースがあった。
戦略：発生事象についての説明、対策・処置等の発話において、時刻に係る発話の欠落が散見された。

全般：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている。
状況：情報不足がないよう展開されたが、矢継ぎ早に発話され聞き取りが難しかった。情報を整理して、時系列に沿って発話されるとよくなる。
進展：進展予測について、SEになる見込み時間など、特にオフサイトの対応にとって重要な情報は早めに提供してもらいたい。
戦略：事象収束について、何をいつ準備し、どうなっているとの発話が不足していた。

全般：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている。
状況：状況の進展に応じて適切に情報提供されていた。
進展：応急対策は複層的に立てられており、代替対策も事前に的確に説明できていた。
戦略：発生、着手等の時刻に関する発話の欠落が散見された。

全般：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている。
状況：状況の進展に応じて適切に情報提供されていた。
進展：応急対策は複層的に立てられており、代替対策も事前に的確に説明できていた。
戦略：発生、着手等の時刻に関する発話の欠落が散見された。

情報共有に支障があり、改善の余地がある 0

施
設

R4.12.13  
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21

基
準

Ａ

必要な情報に不足や遅れがなく、
積極的に情報共有が行われている

5 特段の支障なく情報共有が行われている 0

R5.2.21

 ２－１～２－３について以下の基準で個別評価
 し､その結果で全体としての評価を行う
　 a: 必要な情報に不足や遅れがなく、積極的
　　　に情報共有が行われている
 　b: 特段の支障なく情報共有が行われている
　 c: 情報共有に支障があり、改善の余地がある

評価対象の
考え方など

 ２－１：現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況について、
　　　　ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 ２－２：事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班との情報共有が
　　　　十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価す
　　　　る。

 ２－３：事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 A(ａａａ,ａａｂ)：必要な情報に不足や遅れがなく、
　　　　　　　　積極的に情報共有が行われている

 B(ａｂｂ,ｂｂｂ)：特段の支障なく､情報共有が行わ
　　　　　　　　れている
 C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体を俯瞰した現況について、テレビ
会議システム等での発話等により説明ができたかを評価の観点とする。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

区分
情報共有・通報

（ＥＲＣプラント班との情報共有）
指標２
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添４－２
3／8

Ｂ C

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

３－１ プラント情報表示システムの使用
情報表意装置 良好事例、不足する点

JNFL 再処理事業部 ERSS

JAEA もんじゅ ERSS ERSSの活用もできていた。

３－２ リエゾンの活動 ３－３  ＣＯＰの活用 ３－４ 　ＥＲＣ備付け資料の活用
評価 評価 評価

３－２ ３－３ ３－４

JNFL再処理 3.5 JNFL再処理 3.6 3.7

JAEA 大洗研 3.3 JAEA 大洗研 3.2 JAEA 大洗研 3.3

JAEA もんじゅ 3.5 JAEA もんじゅ 3.7 JAEA もんじゅ 3.8

JAEA 原科研 3.9 JAEA 原科研 3.4 JAEA 原科研 3.5

JAEA 核サ研 3.9 JAEA 核サ研 3.4 JAEA 核サ研 3.5

中央制御室において、シナリオスキップ後のＥＲＳＳ伝送データを模擬するエクセルマクロがうまく動作しなかった（マルファンクションとしてではなく）ことに対して、コントローラ等ではなく、
訓練参加者（再処理の緊急時対策所からの応援要員）が対応していたので、改善が必要と思われる。

○：良好事例、▲：問題点

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた
○：書画資料や備え付け資料を的確に使っていて良かった。

備
考

特
徴
的
な
実
施
内
容

事業所 評価値

3.7

3.7

事業所

情報共有に係る即応センターの補助ができていた
○：リエゾンが適切にサポートできている。

COPがERCプラント班に共有され、情報共有に資し
た
○：書画を的確に使っていて良かった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた
○：備付資料は戦略シート等を含めてよく整備されており確認し
やすかった。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた
○：リエゾンが適切にサポートできている。

COPがERCプラント班に共有され、情報共有に資し
た
○：書画を的確に使っていて良かった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた
○：書画資料や備え付け資料を的確に使っていて良かった。

事業所 ○：良好事例、▲：問題点

情報共有に係る即応センターの補助ができていた
○：リエゾンによる配布のタイムラグは許容範囲で
あった。

COPがERCプラント班に共有され、情報共有に資した
○：COP資料等は必要な頻度で更新され共有されていた。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた
▲：備付資料の図面類で、わかりにくいところ、正しくないように
思われるところがある。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた
▲：リエゾンはもっと積極的に活動してもよい。

COPがERCプラント班に共有され、情報共有に資した
▲：COP資料は手書きもあり、画面越しでは確認しにくい点が
多々あった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた
▲：古い図面やページ間違いがあった。

事業所 ○：良好事例、▲：問題点

情報共有に係る即応センターの補助ができていた
○：リエゾンは積極的に発言し書画情報等も速やか
に共有された。

COPがERCプラント班に共有され、情報共有に資した
○：事象対応の戦略について分かりやすい説明がなされてい
た。

施
設

R4.12.13
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

区分
情報共有・通報

（情報共有のための
ツール等の活用）

指標３

３－１プラント情報表示システムの使用
　A：プラント情報表示システムの使用に習熟し､情報
　　共有に活用した
　B：特段の支障なく情報共有が行われている。
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－２リエゾンの活動
　A：情報共有に係る即応センターの補助ができていた
　B：特段の支障なく情報共有が行われている。
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－３ＣＯＰの活用
　A：ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に
　　資した
　B：特段の支障なく情報共有が行われている。
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用
　A：情報共有において必要な際、備付け資料が活用
　　されていた
　B：特段の支障なく情報共有が行われている。
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

評価対象の
考え方など

３-１プラント情報表示システムの使用：実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応センターが
　　　同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等
　　　の情報共有しているかを評価する。
      　（プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報表示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことで

　　　  あり、ＥＲＣプラント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有できるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または

　　　　即応センターがそれぞれで必要な時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。）

３-２リエゾンの活動：ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に応じ事業者が定める
　　　リエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班
　　　の意向等を即応センター等に伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。

３-３ＣＯＰの活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において､ＣＯＰを用い情報共有がなされているかを評価する。
　　　ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているか
　　　を評価する。
　　　※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される
　　　　　図表であって、各社で様式や名称は異なる。

３-４ＥＲＣ備付け資料の活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用して情報共有を
　　　しているかを評価する。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

0
総
合

ツール等の活用が行われている：使用可能なツールが全てA評
価

5 ツールを使った情報提供を行っている：Ｂ評価がある。 0 ツール等の活用に改善の余地がある：Ｃ評価がある

Ａ

JNFL再処理
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添４－２
4／8

Ａ Ｂ Ｃ

JAEA大洗研究所（大洗研） JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

②関連

○ ▲

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速に行われているか評価する。

　① 特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象に係る通報文について、記載の誤記、
　　　漏れ等がないことを評価する。
　　　なお、万一、誤記、記載漏れがあった場合は訂正報が確実に行われていることを確認する。

　② 事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議
　　　システム等）においてＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。

　③ 上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
　　　の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対
　　　応等の説明を適切かつ簡潔に行われたか評価する。

　④ 第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われたか評価する。また、その報告内容（原子
       力事業者防災業務計画等に定めている項目（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出
       状況、モニタ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。

JAEA核サ研
発生事象状況

確認シート
３通

備
考

JAEAもんじゅ
発生事象状況

確認シート
３通

ＪＡＥＡ原科研
発生事象状況

確認シート
４通

JNFL再処理
ＥＡＬ

判断フロー
３通

JAEA 大洗研
発生事象状況

確認シート
4通

JAEA核サ研 ○ ○ ○ ○

事業所

④関連

判断根拠の説
明に使用したﾂｰ

ﾙ
報告数

JAEAもんじゅ ○ ○ ○ ○

ＪＡＥＡ原科研 ○ ○ ○ ○

JAEA 大洗研 ○ ○ ○ ○

特
徴
的
な
実
施
内
容

事業所
①通報の
正確性

②判断根
拠の説明

③１０条確認
会議等の対応

④第25条
報告

JNFL再処理 ○ ○

発
電
所

R4.12.20 R4.12.13
R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

２つ以下 0

区分 情報共有・通報 指標４

確実な通報・連絡の実施
　①通報文の正確性
　②ＥＡＬ判断根拠の説明
　③１０条確認会議等の対応
　④第２５条報告

評価対象の
考え方など

基
準 ４つ該当 4 ３つ該当 1
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添４－２
5／8

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

項目

JNFL再処理

JAEA大洗研

JAEAもんじゅ

JAEA原科研

JAEA核サ研

Ｂ C

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを提示 0

3 3 ERC からの質問への回答に関する改善／原災法第 10条通報の遅れに関する改善／対策の実施状況のタイムリーな情報共有

特
徴
的
な
実
施
内
容

施
設

R4.12.13
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21

基
準

Ａ

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示 5 Ａ，Ｃ以外 0

R5.2.21

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標６ シナリオ非提示型訓練の実施状況

評価対象の
考え方など

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も
含め全く提示されていない場合をシナリオ非提示とする。

「発生事象状況確認シート」及び「事象進展対策シート」の機器名称の統一／リエゾン側での資料のダウンロード時間の短縮

3 3 FAX に添付した図面のカラー箇所がつぶれることの改善／複数の事象が発生した場合の情報提供優先順位の整理／全体的な戦略を示した上で個別の戦略を説明する説明方法の改善

3 3 現地対策本部内の時系列情報の記録／通報文の内容を訂正する際及び再送信する際の対応の改善／対策の実施状況のタイムリーな情報共有

特
徴
的
な
実
施
内
容

事業所
前回

課題数
検証

課題数

3 3 通報文のチェック方法、記載内容に関する改善／ＣＯＰ資料等の更なる改善／オフサイトセンターにおける活動内容の明確化

2 2

施
設

R4.12.13
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる 5
訓練実施計画等が、一部前回
までの訓練の課題について検
証できない

0
訓練実施計画等が、前回までの訓
練の課題について検証できない

0

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標５

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

評価対象の
考え方など

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証できる
計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認す
る。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例えば、訓練評価者が使用する評価チェックリ
スト（改善策の有効性を検証するための評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確になって
いるかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添４－２
6／8

Ａ B C

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理） JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

JAEA大洗研究所（大洗研）

JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）

JAEA原子力科学研究所（原科研）

JNFL 再処理事業部：○再処理施設(1/1施設)､廃棄物管理施設(1/1施設)でAL以上。○AL:1､SE:1､GE:1

　廃棄物管理施設：地震起因でセル内でガラス固化体が落下。

　再処理施設：地震起因。SBOによりAL。SFP水位が低下し、SE。高レベル廃液ガラス固化建屋の一部貯槽で蒸発乾固によりGE。

　能力向上：○設備の故障や応急対策作業に負荷を与える負傷者救出作業の想定といった現場対応に負荷を与えるシナリオ。

　多様性：○敷地内落雷、緊急時対策所の照明設備使用不能、OFC派遣、重大事故対策設備等の故障、負傷者　等

JAEA 大洗研：○原子炉施設(1/5施設)､使用施設及び廃棄物管理施設(1/21施設)でAL以上 。○AL:3､SE:3､GE:1

　HTTR：地震起因。原子炉冷却系障壁及び原子炉格納容器の障壁の喪失、非常用空気浄化設備の不作動等によりSE。

　廃棄物管理施設：地震起因。高線量廃棄物の取り扱い中に、遮へい体の落下等により、SE、GE。

　能力向上：○放射線量低減対策を検討させ、遮へい機能のある廃棄物容器（未使用）を実働で設置させるシナリオ。

　多様性：○アクセスルート使用不能、手順外で廃棄物容器（未使用）をGE対策で設置、原子力防災管理者の一時不在　等

JAEA もんじゅ：○原子炉施設(1/1施設)でAL以上。　○AL:1､SE:2､GE:１

　地震起因。使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失及び敷地境界付近の放射線量の上昇により、SE、GE。
　能力向上：○立入できず目視で漏えい確認できない状況で、漏えい推定箇所や漏水隔離対応の検討・判断を行わせるシナリオ。

　多様性：○「脱塩器漏えい」警報の故障、ＥＲＳＳ伝送停止、OFC派遣、汚染傷病者

JAEA 原科研：○核燃料サイクル工学研究所と同時発災でAL以上。○同時発災により、機構対策本部は複数のEAL対応を実施。
　JRR-3：地震起因。原子炉冷却材の漏えいによる水位低下によりAL、SE、GE。

　能力向上：○弁の遠隔操作失敗により現場での手動開操作及びプールへの外部給水設備を実働で設置させるシナリオ。

　多様性：○原子力防災管理者の一時不在、弁の遠隔操作不能、ポンプ故障、OFC模擬派遣、管理区域内負傷者 用語

JAEA 核サ研：○原子力科学研究所と同時発災でAL以上。○同時発災により、機構対策本部は複数のEAL対応を実施。 ＡＬ：警戒事態 ＳＥ：施設敷地緊急事態 GE：全面緊急事態

　Pu1：地震起因。フィルタ機能の喪失により排気筒から放射性物質が放出されSE、GE。 OFC：オフサイトセンター ＳＢＯ：全交流動力電源喪失 SFP：使用済み燃料プール(ピット)

　Pu2：地震起因。火災発生。 HTTR：高温工学試験研究炉 ＪＲＲ－３：高性能汎用研究炉
　能力向上：○遠隔での排風機の切替え不能の状況で、現場盤での切換操作や分電盤での電源停止操作を検討させるシナリオ。 Pu1：プルトニウム燃料技術開発センター第1開発室 Pu2：プルトニウム燃料技術開発センター第2開発室

　多様性：○通信設備一時不調、OFC派遣、火災発生、負傷者 　　 　

特
徴
的
な
実
施
内
容

備
考

評価の考え方は以下の通り
　①発災を想定する施設(複数又は全施設)で○　　②能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオで○　　③ＥＡＬ(複数の異なるＥＡＬ区分：SE01＋GE01は1区分)で○　　④場面設定が３つ以上の付与で○
　評価:○が４つでＡ､３つ又は２つでＢ､他はＣ

区分
原子力事業者防災訓練の改善への

取組
指標７ シナリオの多様化・難度

評価対象の
考え方など

　　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤーへ難度の高い課題を与えているか、シナリオ
の多様化に努めているかを確認する。

　発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、
場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定した要員派
遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマル
ファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・難度の取り組みについて総合的に確認する。

0

施
設

R4.12.13 R5.2.21

R4.12.20

R5.1.24

基
準 難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。 5 適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた。 0

平易なシナリオ
であった。

R5.2.21
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添４－２
7／8

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

Ａ Ｂ Ｃ

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

施
設

R4.12.13
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

基
準 ３つ該当 5 ２～１つ該当 0 該当なし 0

区分
原子力事業者防災訓練の改善への

取組
指標１０

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

評価対象の
考え方など

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレビュー等を求めるといった取組について確認
する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子力や防災に関連する第三者機関による評価のほ
か、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた場合も実績に含める。

施
設

R4.12.13
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

基
準

Ａ B Ｃ

原子力事業者防災業務計画
に定める全ての項目を実動で実施

5
原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で

実施
0 実働なし 0

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標９

後方支援活動
①事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織との連動

評価対象の
考え方など

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を評価する。実動とは、物資又は人の移動を伴
い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。評価の対象とはしないが、実動で
訓練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを実施すること
をいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

　①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている事業所、③は原子力緊急事態支援組織が求められている
事業所に限り評価対象とする。なお、事業者間の協定等がない事業所であって、自社の他事業所からの支援活動が定めている場
合は評価対象とする。

施
設

R4.12.13
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

基
準

Ａ Ｂ C

３つ以上該当 5 ２～１つ該当 0 該当なし 0

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標８

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情報発信

評価対象の
考え方など

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、どの程度現実的な状況を模擬しているか
評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師なども対象とする。④の情報発信ツールについて
は、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有する事業者であって、本店の広報班等が行う
広報活動の内容が同一の場合に限り、他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理)) 別添４－２
8／8

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理） JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA大洗研究所（大洗研）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA原子力科学研究所（原科研）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

参考事項

10条通報に要した時間(分)

JNFL 再処理 7 5

JAEA 大洗研 10 9 11 9

JAEA もんじゅ 5 6 6

JAEA 原科研 3 3

JAEA 核サ研 3

R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

総合訓練で実施：使用済燃料貯蔵槽（燃料池）の漏水隔離対応、燃料池水の補給対応、燃料池水位監視対応、緊急対策室の仮設照明準備、モニタリングカーによる放射線測定　等
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：なし　・連携状況：現場、緊急時対策室、敦賀本部、即応センター　・他事業者評価：なし

総合訓練で実施：原子炉プールの冠水維持及び漏水隔離対応、プール水の復旧に伴う外部給水設備の設置、モニタリングカーによる放射線測定
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：弁の遠隔操作不能、給水時の外部ポンプ故障　・連携状況：現場、中央制御室、事故現場指揮所、緊急時対策所、即応センター　・他事業者評価：なし

総合訓練で実施：消火活動訓練及び救護、モニタリングカー等による放射線測定
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：なし　・連携状況：現場、現場指揮所、緊急時対策所、即応センター　・他事業者評価：なし

4
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6

6

中期計画
見直し

再処理事業部：R4.10
全社対策本部：R4.9

大洗研：R4.11
機構本部：R4.8

もんじゅ：R4.10
機構本部：R4.8

原科研：R4.12
機構本部：R4.8

核サ研：R4.12
機構本部：R4.8

計画的な教育
等（回）
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事業所

区分 原子力事業者防災訓練の実績 指標１３ 緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター）
評価対象の
考え方など

　参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数
　なお､この指標は即応センターが求められている事業所に限り評価対象とする。

基
準

Ａ B C

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある
者の９０％以上

5 ８０％以上、９０％未満 0 ８０％未満 0

施
設

R4.12.13
R4.12.20

施
設

R4.12.13 R5.2.21
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21

基
準

Ａ B C

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある
者の９０％以上

4 ８０％以上、９０％未満 1 ８０％未満 0

区分 原子力事業者防災訓練の実績 指標１２ 緊急時対応要員の訓練参加率（事業所）
評価対象の
考え方など

施
設

R4.12.13
R4.12.20
R5.1.24
R5.2.21
R5.2.21

　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

基
準

Ａ B C

①～③が実施されている 5
①及び②まで

実施されている
0 ①のみ実施 0

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標１１

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

評価対象の
考え方など

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、その課題に対する原因分析を行い、原因分析
結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載により確
認する。
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし何ができて何ができなかったのか分析した上で
課題が抽出されていること、②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されていることを確認す
る。
　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価については、この指標で確認する。

現場実動訓練の実施

総合訓練で実施：重大事故対策手順に基づいた、防護装備の着装、アクセスルート確認、拡大防止対策の実施
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：非常用D/Gの故障停止、現場での要員以外の負傷者　・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センター　・他事業者評価：他事業者の評価者（２名）を受け入れ

総合訓練で実施：敷地境界付近の放射線量低減対策、可搬型発電機及び仮設照明の設置による原子炉の監視、モニタリングカーによる放射線測定
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：アクセルルートのガレキ散乱、可搬型発電機（所内各所）の燃料枯渇　・連携状況：現場、現場指揮所、緊急時対策所、即応センター　・他事業者評価：なし
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く)) 別添４－３
1/5

Ａ Ｂ Ｃ 9月20日 9月27日 10月18日 10月21日

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班と
の情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

B

戦略に係る情報提供に対して、一部に改善の余地がある。

①ERCプラント班との情報共有
○　事故、プラントの状況は概ね情報共有なされていたが、リエ
ゾンが派遣されていないことからFAXを更に活用して情報共有を図
るべき。
▲　事象進展の見通しについて説明が十分ではなかった。
○　戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないため
リエゾンによるサポートは評価対象外
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないため
ＣＯＰの使用は評価対象外
○　事象進展対策シートや備え付け資料を用いて事故の状況が示
されていた。

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ERCプラント班との情報共有
▲　事故・プラントの状況について訂正が多く発生し、少なからずERCに
混乱を招いた。
○　事象進展予測や収束対応について情報提供されていた。
○　戦略の進捗状況は必要な情報提供が行われていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練を実施したためリエゾン活動は評価対象外
○　第１部訓練においてもＣＯＰを活用して説明がなされていた。
○　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況を説明されてい
た。今回の訓練では支障なかったが資料中に最新の情報ではないもの
があった。

A

改善の取組により能力向上が図られている

①ERCプラント班との情報共有
○　事故・プラントの状況について整理されてタイムリーに情報提供され
ていたが、モニタリング情報に遅れがあった。
○　事象進展予測や収束対応について整理されて情報提供されていた。
事故収束対応戦略については複層的な戦略が示されていた。
○　戦略の進捗状況は必要な情報がタイムリーに情報提供が行われて
いた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練を実施したためリエゾン活動は評価対象外
－　２部制訓練を実施したためＣＯＰ活用は評価対象外
○　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況を説明されてい
た。今回の訓練では支障なかったが資料中に最新の情報ではないもの
があった。

A

改善の取組により能力向上が図られている。

①ERCプラント班との情報共有
○　事故、プラントの状況は適切に情報共有なされていた。
○　進展予測と事故収束対応戦略について情報共有が図られてい
た。
○　戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないため
リエゾンによるサポートは評価対象外
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないため
ＣＯＰの使用は評価対象外
○　事象進展対策シートや備え付け資料を用いて事故の状況が示
されていた。

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班
を接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のためのTV会議システムは円滑に操作されてい
た。ただし、FAXで送信された資料の一部が黒くなり判読できない
ものがあった。

A 通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作したが若
干聞きづらいケースがあった。 A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作した。
A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・・ＥＲＣとの交信のためのTV会議システムは円滑に操作されて
いた。ただし、FAXで送信された資料の一部が黒くなり判読しにく
いものがあった。

4

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえ
た訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓
練シナリオを設定していた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓
練シナリオを設定していた。

5

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

7

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対
応
②記者等の社外プレーヤの参加（他
原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への
情報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A

3つ該当
〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
▲記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
〇模擬記者会見の実施
　・あり(もんじゅ訓練において、東京事務所で模擬記者会見を実
施)
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信（もんじゅ訓練にて
実施）
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施（実施主体；機構本
部）

B

1つ該当
▲①ERC広報班と連動したプレス対応について
　なし
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）について
　なし
○③模擬記者会見の実施について
　模擬記者会見を実施した。
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信について
　なし

A

３つ該当
○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣプラント班宛にプレス発表文を送信
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）
　なし
○③模擬記者会見の実施
　広報文を作成。社内広報を模擬記者として模擬記者会見を開催。
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　要素訓練にて、社内ホームページ（模擬ページ）に公開。

A

3つ該当
〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
〇記者等の社外プレーヤの参加
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社
〇模擬記者会見の実施
　・あり(人形峠で模擬記者会見を実施)
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信（もんじゅ訓練にて
実施）
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施（実施主体；機構本
部）

9

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A

3つ該当

〇他事業者への視察→あり
　・ERC（統原防NW）：原電敦賀
　・ERC：東電福島第1,2、九電川内、中電島根
　・ERC（統原防NW）：原燃濃埋
　・ERC（統原防NW）：原電敦賀

〇自社訓練の視察受入れ
ERC　中国電力
統原防　原電、東電、原燃

〇ピアレビュー等の受け入れ
あり(防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社)

A

4つ該当
○①他事業者への視察
　あり（日本原燃濃縮・埋設事業部）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（日本原燃）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（日本原燃）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（関西電力高浜発電所のビデオ視聴）

A

３つ該当
▲①他事業者への視察
　なし
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（ＮＦＩ東海）。緊急時対策所をビデオ録画して実施
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（ＮＦＩ東海）。緊急時対策所をビデオ録画して実施
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（高浜）

A

3つ該当

〇他事業者への視察→あり
　・ERC（統原防NW）：関電大飯
　【参考：機構本部】
　・ERC：東電福島第1,2、九電川内、中電島根
　・ERC（統原防NW）：原燃濃埋

〇自社訓練の視察受入れ：統合防災NW上で他事業者の見学を受け
入れた
　・当日見学者：三菱原子燃料、中国電力、九州電力、中部電
力、JAEA、津山圏域消防組合
　・統原防：原電、九州電力、東北電力、中部電力、北海道電
力、関西電力、原燃、中国電力
　・DVD：原燃工東海、JAEA大洗、電源開発、GNF-J

〇ピアレビュー等の受け入れ：あり(防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社)

10

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

A

①～③が実施されてる
・4件の課題・問題点が抽出されている
・4件の課題・問題点に対して原因分析がされている
・4件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策
が検討されている
【参考：更なる改善事項の抽出】
2件
【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

A ①～③が実施されている。
○①課題、問題点の抽出
　５件の課題、問題点を抽出。
○②原因分析
　５件の課題、問題点に対して原因分析。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　５件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策を検討。

A

①～③が実施されている。
○①課題、問題点の抽出
　５件の課題、問題点を抽出。
○②原因分析
　５件の課題、問題点に対して原因分析。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　５件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策を検討。

A

①～③が実施されてる
・3件の課題・問題点が抽出されている
・3件の課題・問題点に対して原因分析がされている
・3件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策
が検討されている
【参考：更なる改善事項の抽出】
1件
【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

11

(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率（事業
所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

A

90％以上

（第1部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：75人/訓練参加予定者：75人
（第2部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：68人/訓練参加予定者：68人

【機構本部】
（第1部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：33人/訓練参加予定者：33人
（第2部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：34人/訓練参加予定者：34人

A ９０％以上

（第１部訓練）
○訓練参加率：９３％
（訓練参加者３９名/計画人員４２名）

（第２部訓練）
○訓練参加率：９６％
（訓練参加者２７名/計画人員２８名） A

９０％以上

〇第1部訓練参加率：１１４％
（訓練参加者４０名/計画人員３５名）

〇第２部訓練参加率：１２８％
（訓練参加者２３名/計画人員１８名）

A

90％以上

（第1部訓練）
訓練参加率：91.1％
訓練参加者：194人/訓練参加予定者：213人
（第2部訓練）
訓練参加率：95.4％
訓練参加者：105人/訓練参加予定者：110人

【機構本部】
（第1部訓練）
訓練参加率：97％
訓練参加者：30人/訓練参加予定者：31人
（第2部訓練）
訓練参加率：97％
訓練参加者：32人/訓練参加予定者：33人

12
(P)

中期計画の見直し
○訓練結果に関する評価を実施し、必要に応じて中期計画の見直しを
実施している。
・2022年8月(2021年訓練後の見直し）

・実施状況：総合訓練（緊急時態勢の発令等の訓練、通報訓練、情報
収集訓練、緊急時医療（救助）訓練、モニタリング訓練、避難誘導訓
練、自衛消防隊との連携訓練、広報訓練）と要素訓練（情報・通報収
集訓練、後方支援拠点訓練、事業所外からの実働支援訓練、プレス対
応訓練、通報訓練、防護装備装着訓練）を実施した。
・テーマ：震度６弱の地震発生により臨界実験装置施設の排気ダンパ
故障と、同施設の機械室から火災が発生し拡大する事象を想定した。
・マルチファンクション付与：発災場所、緊急時対策所でのトラブル
事象の他、事業所内の建屋倒壊による避難経路の変更、臨界実験装置
施設の排気筒モニタ故障のシナリオも付与した。
・連携状況：発災場所と緊急時対策所の他、社内連携先（自衛消防
隊、後方支援拠点など）との連携を行った。
・他事業者評価：コロナ罹患防止のため、緊急時対策所のビデオを撮
影し、他の事業者に評価を実施していただいた。

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

NMCC六ヶ所 東芝エネルギーシステムズ（株）原子力技術研究所 JAEA人形峠JAEAふげん
№ 指標

基準

備

考

要素訓練として火災発生時における日本原燃㈱との連携訓練を実施す
る中で、現場対応班の消火活動及び日本原燃㈱自衛消防隊員との連
携、現場対応班と緊急時対策所との連携、緊急時対策所と日本原燃㈱
との連携について現場実動訓練を実施した。総合訓練においては火災
の発生を状況付与し、現場活動を想定した活動ができることを確認し
た。

・実施状況：要素訓練
・テーマ：火災発生時の日本原燃㈱との連携
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：なし
・連携状況：現場と緊対所との連携有り
・他事業者評価：日本原燃㈱との現場実動訓練を実施し、評価を受け
た。

・実施状況：総合訓練
・テーマ：汚染検査、模擬消火操作等の現場実動訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：なし
・連携状況：現場と緊対所との連携有り
・他事業者評価：なし

（第1部訓練を対象に評価）

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:モニタリングカー等を用いた放射線測定、自衛消防組織
による消火
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:消防設備の故障
・連携状況:発災現場、現地対策本部(現場対応班含む)、機構対策本
部（原子力施設事態即応センター含む）
・他事業者評価:津山圏域消防組合

中期計画見直し

現場実動訓練の実施

中期計画の見直し
○訓練結果に関する評価を実施し、必要に応じて中期計画の見直しを
実施している。
・2022年6月(2021年訓練後の見直し）

区分

（第1部訓練を対象に評価）

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:モニタリングカー等を用いた放射線測定、自衛消防組織
による消火
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:外部電源供給停止の可能性があり緊急対策所への電
源供給準備、燃料貯蔵プール建屋のエリアモニタの上昇（地震による
故障）
・連携状況:発災現場、現地対策本部、敦賀対策本部、機構対策本部
（原子力施設事態即応センター含む）
・他事業者評価:なし

6

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今
年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。
○中期計画の見直し
　人形峠中期計画:2022年9月改訂
　機構本部中期計画:2022年8月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：2回（内訳：人形峠1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：5回（内訳：人形峠3回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今
年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。
○中期計画の見直し
　ふげん中期計画:2022年8月改訂
　機構本部中期計画:2022年8月改訂
　敦賀本部中期計画:2022年8月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：4回（内訳：ふげん2回、敦賀本部1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：8回（内訳：ふげん4回、敦賀本部2回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ
【１部訓練】
（シナリオ概要）
震度6弱の地震を起因とし、燃料貯蔵プール建屋において使用済燃
料を収納したキャスクをクレーンから落下、エリアモニタの指示
値上昇。その後、エリアモニタ上昇は計器故障によるものと判
明。所内変圧器の火災及び2名の作業員が負傷・搬送。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・汚染傷病者の複数発生
・汚染傷病者搬送経路の通行不可
・給電のトラブルに伴う緊急対策所への電源供給準備

【２部訓練】
（シナリオ概要）
震度6 弱の地震を起因とし、使用済燃料貯蔵プール水位低下によ
り吊り下げ作業中の燃料体が露出し、敷地境界付近の放射線量の
上昇により、SE01,GE01に至る。漏えい箇所の隔離、補給水ポンプ
での補給により水位回復し収束。
　（シナリオ多様化）
・通報文作成者（対外対応班長）の不在により代理者による対応

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。
【１部訓練】
（シナリオ概要）
震度6弱の地震により、分析所のグローブボックスにおいて火災が
発生する。延焼すると放射性物質が敷地外に放出されるおそれが
あり。消火により収束。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・緊急時対策所の停電発生
・災害対策予防措置に係る日本原燃との連携
・管理区域内における負傷者の発生

【２部訓練】
第2部訓練
（シナリオの概要）
震度6弱の地震により、分析所の中放射性グローブボックス内の排
気フィルタが破損し、排気筒に相当する排気ダクトにおいて、敷
地境界付近において放射能水準が5μSv/h以上に相当する気体放射
性廃棄物を検出する。
（シナリオ多様化）
・通信機器に故障発生

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。

【１部訓練】
（シナリオ概要）
平日勤務時間帯に発生した震度６弱の地震により臨界実験装置施
設内（機械室）で火災が発生。燃料室へ延焼すると燃料が破損し
全面緊急事態に至る恐れ。消火により収束
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・NCA施設の機械室から火災
・NCA排気筒モニタが故障し線量が不明
・地震により建屋（N13）が破損し通常の避難ルートは使用不可

【２部訓練】
（シナリオ概要）
平日勤務時間帯に発生した震度６弱の地震により、臨界実験装置
施設内（装置室）で火災が発生し燃料室への延焼により燃料が破
損し、SE01、GE01に至る。
（シナリオ多様化）（多様性あり）
・地震により建屋（N15）が破損し通常の避難ルートは使用不可
・FAXが2台故障し予備機で通報

A A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ

【１部訓練】
（シナリオ概要）
震度6弱の地震により、吊り下げ中のUF6シリンダが落下し、その
際に破損した有機溶剤及び電線により火災が発生する。消火活動
中に水利が不足したことから別の水利に切り替えて消火作業を継
続。鎮火後にシリンダの損傷がないことを確認。事態対応中に土
砂災害が発生し復旧作業に支障。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・現地対策本部における主要な要員の欠員
・消火活動中に消火設備の機能喪失のおそれ
・センター周辺で土砂災害発生

【２部訓練】
（シナリオ概要）
震度6弱の地震によりＤＰ貯蔵庫の天井に亀裂が入るとともに、吊
り下げ中のUF6シリンダ落下により口金破損。併せてシリンダ落下
時に破損した有機溶剤及び電線により火災が発生する。余震と火
災により建屋の亀裂が拡大しSE05、GE05の基準に達する放射性物
質濃度を検出する。鎮火後に放射性物質濃度が低下しシリンダ閉
止作業と目張り作業を実施。
　（シナリオ多様化）
・通報文作成者（対外対応班長）の不在により代理者による対応

8

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点と
の連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○原子力事業者間の支援活動
・通報連絡訓練として、敦賀廃止措置実証本部から関電、原電に
若狭支援連携本部（原子力緊急時支援・研修センタ－福井）への
参集を連絡（参集はもんじゅの訓練にて実施）

〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・資機材の受入を敦賀地区の要素訓練として実施

〇原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を敦賀地区の要
素訓練として実施 A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
－①事業者間の支援活動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　原子力事業所災害対策支援拠点の設営を要素訓練として実施
し、設営操作、資機材の操作、通信設備による緊急時対策所との
通信確認を実施
－原子力緊急事態支援組織との連動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
－①事業者間の支援活動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　救護訓練として、原子力事業所災害対策支援拠点より産業医、
看護師の要請／受入れを実働で実施。
－原子力緊急事態支援組織との連動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

〇原子力事業者間の支援活動
・機構対策本部長にモニタリングカーの支援を要請。敦賀廃止措
置実証本部からモニタリングカーの受入を含めた支援活動を実施

〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・原子力事業所災害対策支援拠点として、いつき寮に現地対策本
部要員を派遣し設置。

―原子力緊急事態支援組織との連動
・対象外

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A

4つ該当

○FAX等の通報
　・第10条事象（SE01）：3分
　・第15条事象（GE01）：2分

○通報文の正確性
・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報さ
れていた。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に行われた
・10条、15条会議の対応は機構対策本部副本部長が行った。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（1回報
告）
　14:27（第5報：応急措置の概要報告）対応状況、プラント状況
等
　　　　を報告 B

3つ該当

○ＦＡＸ等の通報
　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：13分
　（第２部訓練）
　・特定事象通報：12分（第１０条及び第１５条事象が同時に該当）

▲通報文の正確性
・10条通報の訂正がなされていたものの、訂正報の報告番号が付されて
おらず管理方法が不明確である。

○EAL判断根拠の説明
・原災法第10条及び第15条該当の判断を防災業務計画の通報基準に基
づき説明することができた。

○第25条報告
・事象の進展等に応じて、適切な間隔とタイミングで必要な情報を継続的
に報告することができた。（３回）

B

3つ該当

▲FAX等の通報
　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：34分
　（第２部訓練）
　・特定事象通報：6分（第１０条及び第１５条事象が同時に該当）

○②通報文の正確性
　第１０条及び第１５条の通報文の判断に係る事項は適切に記載されて
いた。

○③ＥＡＬ判断根拠の説明
　１０条確認会議、１５条認定会議において説明が簡潔かつ適切になされ
た。

○④第25条報告
　事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（２回報告）

A

4つ該当

○FAX等の通報
　・第10条事象（SE05）：2分
　・第15条事象（GE05）：3分

○通報文の正確性
・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報さ
れていた。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・発生事象状況確認シートに基づき判断根拠の説明ができた。
・10条、15条会議の対応は機構対策本部副本部長が行った。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（報告
回数２回）
　14:21（第1報：応急措置の概要報告）消火活動等を報告
　14:45（第2報：応急措置の概要報告）応急措置実施状況、消火
状況等を報告

180



評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く)) 別添４－３
2/5

Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班と
の情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班
を接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえ
た訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

5

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対
応
②記者等の社外プレーヤの参加（他
原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への
情報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

10

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

11

(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率（事業
所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

12
(P)

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

№ 指標
基準

備

考

中期計画見直し

現場実動訓練の実施

区分

6

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点と
の連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

11月8日 11月8日 11月11日 11月18日

B

緊急時対策所とERCプラント班との情報共有において 、一部に改
善の余地がある。

①ERCプラント班との情報共有
▲　事故、プラントの状況について、情報は共有されていたが、
事象対処のタイミングでの共有が十分でなく、一部で改善の余地
がある。
○　進展予測と事故収束対応戦略について情報は共有されていた
が、第２、第３の矢を含む戦略で明確でない部分があり、一部で
改善の余地がある。
○　戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないため
リエゾンの活動は評価対象外
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないため
ＣＯＰの活用は評価対象外
○　ＥＲＣ備付け資料を活用して事故の状況が示されていた。

A

緊急時対策所とERCプラント班との情報共有において 、改善の取
組により能力向上が図られている

①ERCプラント班との情報共有
○　事故、プラントの状況について情報共有が図られていた。
○　進展予測と事故収束対応戦略について情報共有が図られてい
た。
○　戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないため
リエゾンの活動は評価対象外
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないため
ＣＯＰの活用は評価対象外
○　ＥＲＣ備付け資料を活用して事故の状況が示されていた。

A

改善の取組により能力向上が図られている

①ERCプラント班との情報共有
○　事故・プラントの状況について整理されてタイムリーに情報提供され
ていた。
○　事象進展予測や収束対応について整理されて情報提供されていた。
○　戦略の進捗状況は必要な情報がタイムリーに情報提供が行われて
いた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練を実施したためリエゾン活動は評価対象外
－　２部制訓練を実施したためＣＯＰ活用は評価対象外
○　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況をわかりやすく
説明されていた。

B

一部に改善の余地がある

①ERCプラント班との情報共有
▲　状況説明時に訂正事項が多くみられた。
▲　特定事象へ至ることが想定できる状況下においてタイムリーな情報
提供がなされなかった。
○　戦略の進捗状況は必要な情報が適宜提供されていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　新型コロナウイルス対応のためリエゾン活動は評価対象外
○　施設の現況についてCＯＰを活用して説明できた。
○　FAXやメールを使用して丁寧に事故の状況を説明されていた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作した。
・「ERC対応用電話回線使用不可」の状況付与を受けて、衛星電話での
対応ができた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作した。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A

4つ該当
〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・全社対策本部東京班からＥＲＣ広報班にリエゾンを派遣し実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・記者役として、東北電力㈱広報担当者（１名）が参加して模擬記者会
見を実施
　（再処理事業部総合訓練において全社対策本部（全事業部共通）の訓
練として実施）
〇模擬記者会見の実施
　・事務本館、青森、東京間でＴＶ会議システムを接続し実施
　（再処理事業部総合訓練において全社対策本部（全事業部共通）の訓
練として実施）
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ＨＰを作成し、外部への情報発信を実施

A

4つ該当
〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・全社対策本部東京班からＥＲＣ広報班にリエゾンを派遣し実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・記者役として、東北電力㈱広報担当者（１名）が参加して模擬記者会
見を実施
　（再処理事業部総合訓練において全社対策本部（全事業部共通）の訓
練として実施）
〇模擬記者会見の実施
　・事務本館、青森、東京間でＴＶ会議システムを接続し実施
　（再処理事業部総合訓練において全社対策本部（全事業部共通）の訓
練として実施）
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ＨＰを作成し、外部への情報発信を実施

A

３つ該当
〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・ＥＲＣ広報班に記者発表文案を送付
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）
　・三菱原子燃料総務課長、安全管理課長の2名が模擬記者として参加
○③模擬記者会見の実施
　・社内外関係者等が模擬記者として参加し、模擬記者会見を実施。
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・なし

A

３つ該当
○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣプラント班宛にプレス発表文を送信
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）
　JAEA大洗研、GNF-Jが模擬記者役として参加。
○③模擬記者会見の実施
　模擬記者会見を実施し、模擬記者役に対して、実際の体制で記者発表
を行った。
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし

A

4つ該当

〇他事業者への視察→あり
　【事業部】
　・ERC（統原防NW）：ＪＡＥＡふげん
　【全社】
　・ERC（統原防NW）：関電高浜
　・ERC（統原防NW）：核管センター六ケ所
　・ERC（統原防NW）：東電福島第1,2
  ・ERC（統原防NW）：ＪＡＥＡ人形峠

〇自社訓練の視察受入れ
　・ERC：JAEA
　・ERC（統原防NW）：原電、JAEA
　・青森県内原子力事業者からの視察受入れ

〇ピアレビュー等の受け入れ
　あり(電発、東電)

○ＥＲＣへの訓練視察

A

4つ該当

〇他事業者への視察→あり
　【事業部】
　・ERC（統原防NW）：関電高浜
　【全社】
　・ERC（統原防NW）：関電高浜
　・ERC（統原防NW）：核管センター六ケ所
　・ERC（統原防NW）：東電福島第1,2
  ・ERC（統原防NW）：ＪＡＥＡ人形峠

〇自社訓練の視察受入れ
　・ERC：JAEA
　・ERC（統原防NW）：原電、JAEA
　・青森県内原子力事業者からの視察受入れ

〇ピアレビュー等の受け入れ
　あり(RFS、東電)

○ＥＲＣへの訓練視察

A

４つ該当
○①他事業者への視察
　・三菱原子燃料（緊急時対策所）、JAEA原科研＋核サ研（DVD視
聴）、関電高浜（DVD視聴）
○②自社訓練の視察受入れ
　・広域消防、三菱原子燃料
○③ピアレビュー等の受入れ
　・広域消防、三菱原子燃料
○④ＥＲＣへの訓練視察
　・東芝（ERC視察） A

4つ該当
○①他事業者への視察
　JAEA大洗研究所、GNF-Jを視察。
○②自社訓練の視察受入れ
　あり(JAEA大洗研究所、GFN-J）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり(JAEA大洗研究所、GFN-J）。
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（MHI原子力研究開発(株)）(ビデオでのＥＲＣ内視察)）

A

①～③が実施されてる
・4件の課題・問題点が抽出されている
・4件の課題・問題点に対して原因分析がされている
・4件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

A

①～③が実施されてる
・3件の課題・問題点が抽出されている
・3件の課題・問題点に対して原因分析がされている
・3件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

A

①～③が実施されている。
○①課題、問題点の抽出
　６件の課題、問題点を抽出。
○②原因分析
　６件の課題、問題点に対して原因分析。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　６件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策を検討。

A

①～③が実施されている。
○①課題、問題点の抽出
　3件の課題、問題点を抽出。
○②原因分析
　3件の課題、問題点に対して原因分析。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　3件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策を検討。

A

90％以上

（第1部訓練）
訓練参加率：91％
訓練参加者：153人/訓練参加予定者：168人
（第2部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：14人/訓練参加予定者：14人

【即応センター】
（第1部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：98人/訓練参加予定者：98人
（第2部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：18人/訓練参加予定者：18人

A

90％以上

（第1部訓練）
訓練参加率：99％
訓練参加者：110人/訓練参加予定者：111人
（第2部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：17人/訓練参加予定者：17人

【即応センター】
（第1部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：98人/訓練参加予定者：98人
（第2部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：18人/訓練参加予定者：18人

A

９０％以上

【第1部訓練】
・訓練参加率；１３４％
　（訓練参加計画人数；７０名、訓練参加者；９４名）

【第2部訓練】
・訓練参加率；１８３％
　（訓練参加計画人数；３０名、訓練参加者；５５名） A

９０％以上

○訓練参加率：９７％
（訓練参加者６４名/計画人員６７名）

緊急対策本部と指示／報告を連携した現場実動の訓練として以下を実
施した。
実際に起こりうる事象を想定して実働訓練を行った。
①火災対応訓練：火災発生想定場所にて実際に火災報知器を作動し、
初期消火活動を行った。
②除染訓練：身体汚染者（模擬）に対するシャワー水除染。
③救護訓練：負傷者（模擬）を救急車（模擬）まで担架搬送した。現
場救護班は速やかに負傷者の救護活動を行い、防災本部に連絡を実
施。連絡を受けた防災本部は救急車の出動要請を行った。
④収束活動訓練：防災本部が排風機停止、目張り実施を判断して活動
班に指示し、指示を受けた活動班による排風機停止(模擬)、建屋目張
り作業(実動)の実施。
⑤ピアレビューとしてJAEA大洗研、GNF-Jを受入れた。

日本核燃料開発（株）

（第1部訓練を対象に評価）

【事業部】
・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:通報訓練、救護訓練（HF漏洩下）、モニタリング訓練、避難誘導訓練等
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:工事車両が建屋周辺で故障、初動時に一部の対策班長不在、一部（屋外）通信連絡設備使
用不可
・連携状況:発災現場と緊急時対策所との連携
・他事業者評価:緊急時対策所に他事業者の評価者（２名）を受け入れ

【全社】
・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:原子力事業所災害対策支援拠点への要員派遣及び情報共有体制の確立
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:無
・連携状況:即応センターと原子力事業所災害対策支援拠点との連携
・他事業者評価:即応センターに他事業者の評価者（2名）を受け入れ

（第1部訓練を対象に評価）

【事業部】
・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:通報訓練、救護訓練、モニタリング訓練、避難誘導訓練等
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:原子力防災管理者不在、一部ＴＶ会議システムの使用不
可
・連携状況:発災現場と緊急時対策所との連携
・他事業者評価:緊急時対策所に他事業者の評価者（２名）を受け入れ

【全社】
・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:原子力事業所災害対策支援拠点への要員派遣及び情報共有体
制の確立
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:無
・連携状況:即応センターと原子力事業所災害対策支援拠点との連携
・他事業者評価:即応センターに他事業者の評価者（2名）を受け入れ

【実施状況】
・総合訓練及び要素訓練で実動を取り入れた。
・防護隊は活動本部と連携して、発災状況の確認、管理区域入域者の
出入管理（汚染検査含む）、敷地周辺警備、屋外での可搬型サーベイ
メータを使用した空間線量当量率測定、事象収束のためホットセル内
設置の装置損傷部の復旧作業（マニプレータ操作等）を実動で実施し
た。また、火災事象への対応については広域消防隊との連携を実動で
実施した。
・原子力事業所災害対策支援拠点への資機材輸送、緊対所－支援拠点
間での情報送受信（電話、ＦＡＸ、電子メール）を要素訓練として実
施した。
【テーマ】
・活動本部、防護隊指揮所、現場間の確実な情報共有
【マルファンクション付与】
・マルファンクション（非常用発電機の停止、火災発生、ERCとの電
話回線通信異常（使用不可））をコントローラが付与し、その後の対
応を確認した。
【連携状況】
・連携有。活動本部と防護隊で相互に情報の授受を行い、事象収束に
向けた活動を実施した。
【他事業者評価】
・広域消防、三菱原子燃料から視察の受け入れ、及びピアレビューを

中期計画の見直し
○訓練結果に関する評価を実施し、必要に応じて中期計画の見直しを
実施している。
・2022年8月(2021年訓練後の見直し）

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。
○中期計画の見直し
　・埋設事業部における訓練に係る中期計画（2021年度～2024年度）2022年
6月新規制定
　　（前年度制定済みではあるが、組織改正による部署名変更により新規制
定）
　・全社対策本部原子力防災訓練中期計画:2022年9月改正
○計画的な教育や訓練等
　教育：32回（内訳：埋設30回、全社2回）
　　　　　 （内容：防災教育等）
　訓練：39回（内訳：埋設24回、全社15回）
　　　　　　（内容：通報訓練、救護訓練等）

中期計画の見直し
○訓練結果に関する評価を実施し、必要に応じて中期計画の見直しを
実施している。
・2022年8月(2021年訓練後の見直し）

JMFL濃縮事業部 JNFL埋設事業部 MHI原子力研究開発(株)

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育
や訓練等を実施している。
○中期計画の見直し
　・濃縮事業部における訓練に係る中長期計画（２０２２年度）:2022年9月改正
　・全社対策本部原子力防災訓練中期計画:2022年9月改正
○計画的な教育や訓練等
　教育：29回（内訳：濃縮27回、全社2回）
　　　　　 （内容：防災教育等）
　訓練：216回（内訳：濃縮201回、全社15回）
　　　　　　（内容：通報訓練、救護訓練等）

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた
【１部訓練】
（シナリオ概要）
　震度6強の地震を起因とし、均質槽損傷し、ＵＦ６漏えい、機器損傷。そ
れに伴い複数負傷者発生。震度５弱の余震により他設備から火災。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
　・他施設同時発災を想定し、加工施設・廃棄物埋設施設でＡＬを想定、・
工事車両が故障によるアクセスルート変更、・初動時に班長不在
　・一部通信連絡設備使用不可（屋外）、・傷病者、災発生
【２部訓練】
（シナリオ概要）
　震度6弱の地震で、製品シリンダ輸送中車両が事故により火災発生。シ
リンダ5基落下、保護容器損傷。製品シリンダ1本口金破損でＵＦ６漏えい
し、火災爆発等による管理区域外放射性物質の検出により、第10条、第
15条の通報基準。また、埋設事業部の事故でMP上昇し、原災法第10条
および第15条の通報基準に達する。
　（シナリオ多様化）（多様性あり）
　・加工施設・廃棄物埋設施設（２施設）でＡＬ以上を想定、・前年度と異な
るEAL想定(前年度　SE01/SE02、GE01/GE02、今年度　SE01/SE05、
GE01/GE05）、・通報を指揮する本部事務局班長、10条確認会議対応者
の不在、・ERC対応ブースの音声一時不通

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた
【１部訓練】
（シナリオ概要）
　震度6強の地震で埋設クレーン吊具の一部が折損し、廃棄体８本が落
下し内容物漏えい。仮設事務所より火災、火災発生に伴う負傷者発生。
　（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
   ・他施設同時発災を想定し、加工・廃棄施設（２施設）でＡＬを想定、・原
子力防災管理者不在、・一部通信連絡設備使用不可（TV会議システ
ム）、・傷病者発生、火災
【２部訓練】
（シナリオ概要）
　震度6弱の地震を起因とし、構内輸送車両からクレーン吊上中の廃棄体
８本落下し、８本とも蓋が外れ地廃棄体内容物が漏えいする。また、負傷
者が発生、火災発生する。その後、モニタリングポストの指示値が上昇
し、原災法第１０条および第１５条の通報基準に達する。
　（シナリオ多様化）（多様性あり）
　・他施設同時発災を想定し、加工施設・廃棄物埋設施設（２施設）でＡＬ
以上を想定、・通常の10条確認会議対応者の不在、・ERC対応ブースの
音声一時不通

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。

【１部訓練】
（シナリオ概要）
震度6弱の地震発生後、ホットセル内の試験装置の一部が損傷し、
装置内に捕集していた放射性物質がセル内に放出し排気筒モニタ
が一時上昇。損傷した設備を応急的に修復しモニタの値が平常値
に戻る。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・副本部長１名不在を設定
・ERC対応者1名不在を設定
・停電により起動し施設に電力を供給していた非常用発電機停止
を設定
・ERCとの電話回線通信異常（使用不可）を設定

【２部訓練】
（シナリオ概要）
　震度6弱の地震発生後、燃料取扱いプール内で燃料集合体取り扱
い作業中に集合体が落下。燃料棒が破損し、大量のFPガスがプー
ル外へ放出し、モニタリングポスト指示値が上昇し、SE・GE事象
となる事故を想定。
（シナリオ多様化）（多様性あり）
・副本部長１名不在、ERC対応者1名不在を設定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。

（シナリオ概要）
平日昼間帯に震度６弱の地震が発生。ホットラボ施設の燃料検査
プール内で燃料集合体が損傷し、MPが上昇し全面緊急事態に至
る。その後目張り作業による応急対策を実施。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・副原子力防災管理者３名の欠員
・ＦＡＸの一時的な故障
・アクセスルートの障害（要迂回）
・地震を起因とした火災発生を設定
・発災エリアでの汚染者を設定
・収束作業での負傷者を設定

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①原子力事業者間の支援活動
　・なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・三菱原子燃料に対し、原子力事業所災害対策支援拠点立上げ
に係る通信連絡を実施した。
　・要素訓練で原子力事業者防災業務計画に定める原子力事業所
災害対策支援拠点への資機材の輸送訓練、支援拠点と緊対所間で
の通信訓練（電話、ＦＡＸ、電子メール）を実施した。
－原子力緊急事態支援組織との連動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
○①事業者間の支援活動
　要素訓練において、東海ノアに対して人的支援要請の実連絡を
実施（新型コロナウイルス対応のため実働は実施せず）。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　総合訓練において、日揮に対して拠点開設の要請連絡、公用車
による資機材移動、資材班員2名と情報連絡班員1名が支援拠点か
ら本部へ携帯電話、無線機、ＦＡＸで実働連絡を実施。
－原子力緊急事態支援組織との連動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○原子力事業者間の支援活動
　・総合訓練（第1部訓練）において、原子力事業者間協定に基づく他事
業者への情報提供について、実連絡を実施
　・再処理事業部総合訓練において、全社対策本部（全事業部共通）の
訓練として支援要請に係る実連絡を実施
　・個別訓練において、原子力事業者間協定に基づく他事業者の受入
れ、支援に係る　支援拠点での実動訓練を実施

〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・個別訓練において、原子力事業所災害対策支援拠点でのエアテント
設営に係る実動訓練を実施
　・再処理事業部訓練において、全社対策本部（全事業部共通）の訓練と
して後方支援拠点への移動および即応センターとの通信確立に係る実
動訓練を実施

〇原子力緊急事態支援組織との連動
　・総合訓練（第１部訓練）において、原子力緊急事態支援組織への情報
提供について、実連絡を実施
　・個別訓練において、原子力緊急事態支援組織と連動したロボット操作
訓練（実動訓練）を実施

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○原子力事業者間の支援活動
　・総合訓練（第1部訓練）において、原子力事業者間協定に基づく他事
業者への情報提供について、実連絡を実施
　・再処理事業部総合訓練において、全社対策本部（全事業部共通）の
訓練として支援要請に係る実連絡を実施
　・個別訓練において、原子力事業者間協定に基づく他事業者の受入
れ、支援に係る　支援拠点での実動訓練を実施

〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・個別訓練において、原子力事業所災害対策支援拠点でのエアテント
設営に係る実動訓練を実施
　・再処理事業部訓練において、全社対策本部（全事業部共通）の訓練と
して後方支援拠点への移動および即応センターとの通信確立に係る実
動訓練を実施

〇原子力緊急事態支援組織との連動
　・総合訓練（第１部訓練）において、原子力緊急事態支援組織への情報
提供について、実連絡を実施
　・個別訓練において、原子力緊急事態支援組織と連動したロボット操作
訓練（実動訓練）を実施

B

A

4つ該当
○FAX等の通報
　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：7分
　（第２部訓練）
　・第10条事象（SE01/05）： 6分
　・第15条事象（GE01）：5分 (GE05)：5分
○通報文の正確性
　(第１部訓練）
　・警戒事態の連絡に記載の誤記（大津波警報発表時刻k）があったが、
事業者が発見し訂正報が行われている。
　（第２部訓練）
　・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報されて
いた。
○ＥＡＬ判断根拠の説明
　(第１部訓練）
　・該当なし
　（第２部訓練）
　・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ簡潔
に行われた
　・10条、15条会議の対応は常務執行役員が行った。
○第２５条報告
　(第１部訓練）
　・事象の進展に応じ、警戒事態の経過報を適切な間隔で継続して報告
できた。（3回報告）
　　10：32(第2報：警戒事態該当事象発生後の経過連絡)対応の概要、施
設状況、MP等
　　10：57(第3報：警戒事態該当事象発生後の経過連絡)対応の概要、施
設状況、MP等
　　11：25(第4報：警戒事態該当事象発生後の経過連絡)対応の概要、施
設状況、MP等
　　を報告
　（第２部訓練）
　・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（2回報告）
　　14:17（第5報：応急措置の概要報告）対応の概要、施設状況、MP等
　　14:25（第6報：応急措置の概要報告）対応の概要、施設状況、MP等
　　を報告

A

4つ該当

○FAX等の通報
　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：12分
　（第２部訓練）
　・第10条事象（SE01）：6分
　・第15条事象（GE01）：9分

○通報文の正確性
　(第１部訓練）
　・警戒事態の連絡は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報されてい
た。
　（第２部訓練）
　・10条、15条通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報されて
いた。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　(第１部訓練）
　・該当なし
　（第２部訓練）
　・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ簡潔
に行われた
　・10条、15条会議の対応は常務執行役員が行った。

○第２５条報告
　(第１部訓練）
　・事象の進展に応じ、警戒事態の経過報を適切な間隔で継続して報告
できた。（3回報告）
　　10：42(第2報：警戒事態該当事象発生後の経過連絡)対応の概要、施
設状況、MP等
　　11：04(第3報：警戒事態該当事象発生後の経過連絡)対応の概要、施
設状況、MP等
　　11：24(第4報：警戒事態該当事象発生後の経過連絡)対応の概要、施
設状況、MP等
　　を報告
　（第２部訓練）
　・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（2回報告）
　　14:03（第4報：応急措置の概要報告）対応の概要、施設状況、MP等
　　14:25（第6報：応急措置の概要報告）対応の概要、施設状況、MP等
　　を報告

B

3つ該当

○FAX等の通報
　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：　15分
　（第２部訓練）
　・第10条事象(SE01)：5分
　・第15条事象(GE01)：7分

▲②通報文の正確性
　第１０条通報の該当事項の間違いがあり規制庁からの指摘で訂正し
た。

○③ＥＡＬ判断根拠の説明
　１０条確認会議、１５条認定会議において説明が簡潔かつ適切になされ
た。

○④第25条報告
　若干の遅れがあったが、概ね事象の進展に応じ適切な間隔で継続して
報告できた。（1回報告）

B

3つ該当

▲①FAX等の通報
　・第10条事象(SE01)：19分
　・第15条事象(GE01)：18分

○②通報文の正確性
　第１０条及び第１５条の通報文の誤記があったが、その後適切に訂正
がなされていた。

○③ＥＡＬ判断根拠の説明
　・１０条確認会議、１５条認定会議においてEALの発生事象及びEAL判
断根拠を適切に説明していた。
　・事象進展予測、収束対応についてERCから発言を促されて発話してい
た。

○④第25条報告
　発生事象に対する対応状況の報告に遅れがあったが、概ね適切な間
隔で継続して報告できた。（２回報告）
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く)) 別添４－３
3/5

Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班と
の情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班
を接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえ
た訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

5

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対
応
②記者等の社外プレーヤの参加（他
原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への
情報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

10

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

11

(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率（事業
所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

12
(P)

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

№ 指標
基準

備

考

中期計画見直し

現場実動訓練の実施

区分

6

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点と
の連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

11月22日 11月29日 12月6日 1月10日

B

一部に改善の余地がある

①ERCプラント班との情報共有
▲　事故・プラントの状況について情報共有を図るべき事項の整理が十
分ではない。
○　進展予測と事故収束対応戦略の情報提供に遅れがあったが概ね適
切に通報されていた。
○　戦略の進捗状況の情報提供は概ね適切に通報されていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないためリエゾ
ンによるサポートは評価対象外
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないためＣＯＰの
使用は評価対象外
▲　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況を説明されてい
たが、十分に活用されていなかった。

B

一部に改善の余地がある

①ERCプラント班との情報共有
▲　１０条該当時間が判断時刻ではなくモニタリング検出時刻が使用され
て混乱があった。
○　進展予測と事故収束対応戦略はタームリーに情報提供されていた。
○　戦略の進捗状況は必要な情報が適宜提供されていた。

②情報共有のためのツール等の活用
○　リエゾンによるサポートがなされていた
○　戦略シートを用いて戦略が示されていた
○　備え付け資料やFAXを使用して状況が説明されていた。

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ERCプラント班との情報共有
▲　事故・プラントの状況について情報共有されていたが、優先順位が整
理されておらずわかりにくい状況があった。
○　事象進展予測や収束対応について情報提供されていた。
○　戦略の進捗状況は必要な情報提供が行われていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないためリエゾ
ンによるサポートは評価対象外
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないためＣＯＰの
使用は評価対象外
▲　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況を説明されてい
たが、状況を網羅的に説明できるように工夫が必要。

C

一層の改善が必要である

①ERCプラント班との情報共有
▲ ERCプラント班に、事故・プラントの状況について情報不足かつ情報提
供の遅れがあった。
▲　進展予測と事故収束対応戦略は情報不足かつ情報提供の遅れが
あった。
○　戦略の進捗状況は必要な情報提供がなされていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　新型コロナウイルス対応のためリエゾン活動は評価対象外
▲ COPを活用した十分な情報共有ができなかった。
▲ 備付資料の活用が不十分であるとともに、資料の充実が必要。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作した。
A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・「テレビ会議システム（Webex)使用不可」の状況付与を受けて、電話会
議での対応ができた。
・「テレビ会議システム復旧」の状況付与後は、テレビ会議システムを接
続して対応することができた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作したが若
干聞きづらいケースがあった。 A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作した。
・今年度より、Webexを使用した情報共有を試みている。接続に多少の時
間を要したものの、最終的にWebexを使用した説明が実施できた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

B
一部のプレーヤに対してシナリオ開示

・シナリオの詳細は非開示（本部要員のみ一部開示）
B

一部のプレーヤに対してシナリオを開示して訓練を実施した。
B

一部のプレーヤに対してシナリオ開示

B

１つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣ広報班へFAX送信を実施した。
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を
含む）
　なし
▲③模擬記者会見の実施
　なし
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信

広報文の作成し、大学広報へ送付までを実施したが外部への模
擬HP公開等の外部発信は行っていない。

A

３つ該当

○ERC広報班と連動したプレス対応
　・ERC広報班にプレス文をFAX送信
▲記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
○模擬記者会見の実施
　・社内から記者役を選定し模擬記者会見を実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬HPにプレス文を掲載し外部への情報発信を実施

A

3つ該当
○①ERC広報班と連動したプレス対応について
　・ＥＲＣ広報班宛に報道文をＦＡＸした
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）について
　・要素訓練にて自治体職員参加のプレス対応訓練を実施。
○③模擬記者会見の実施について
　・要素訓練にて自治体職員を模擬記者として模擬記者会見を実施。
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信について
　なし

B

２つ該当
○ERC広報班と連動したプレス対応
　・ERC広報班にプレス文をFAX送信
▲記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
▲模擬記者会見の実施
　・なし
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬HPにプレス文を掲載し外部への情報発信を実施

A

３つ該当

○①他事業者への視察
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
▲④ERCへの訓練視察
　なし A

４つ該当

○①他原子力事業者への視察
　・あり（NFD）： 現地での視察
○②自社訓練への視察受け入れ
　・あり（NFD、MNF、NFI）： 現地での視察
○③ピアレビュー等の受入
　・あり（NFD、MNF、NFI）： 現地での評価
○④ERCへの訓練視察
　・あり（ERC：川内、東通、美浜／ビデオ視聴：人形峠、島根、
女川）： 川内、東通、美浜はERCでの見学、人形、島根、女川は
後日ビデオでのERC対応見学

A

３つ該当
○①他事業者への視察
　あり（MHI原子力研究開発、JAEA大洗研、東京大学大学院工学系
研究科原子力専攻
▲②自社訓練の視察受入れ
　なし
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（東京大学大学院工学系研究科原子力専攻）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（核物質管理センター六ヶ所保障措置センター） A

３つ該当

○①他原子力事業者への視察
　・あり（NFI熊取事業所、近畿大学）
○②自社訓練への視察受け入れ
　・あり（近大、NFI熊取、地元公設消防）
○③ピアレビュー等の受入
　・あり（近大、NFI熊取）
▲④ERCへの訓練視察
　・なし

A

①～③を実施している。

○問題点から課題の通出
　・問題点から6件の課題を抽出
○原因分析
　・6件の課題に対して原因分析を実施
○原因分析を踏まえた対策
　・6件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討

A

①～③を実施している。

○問題点から課題の通出
　・問題点から3件の課題を抽出
○原因分析
　・3件の課題に対して原因分析を実施
○原因分析を踏まえた対策
　・3件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討

A

①～③が実施されている。
○①課題、問題点の抽出
　3件の課題、問題点を抽出。
○②原因分析
　3件の課題、問題点に対して原因分析。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　3件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策を検討。

A

①～③を実施している。

○問題点から課題の通出
　・問題点から4件の課題を抽出
○原因分析
　・4件の課題に対して原因分析を実施
○原因分析を踏まえた対策
　・4件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討

A

９０％以上

訓練参加率：９４％
（参加者数：16名／計画人数：17名）

A

９０％以上

・訓練参加率：９４％
（参加者数：203名／訓練対象者総数215名）

A

９０％以上

（第１部訓練）
○訓練参加率：９７％
（訓練参加者44名/計画人員45名）

（第２部訓練）
○訓練参加率：１３４％
（訓練参加者35名/計画人員26名） A

９０％以上

・訓練参加率：９7％
（参加者数：111名／訓練対象者総数114名）

・公設消防へ救急車両を要請したが、地震の影響で手配不可とした。そのため、被ばく者搬送車両を使用し、速やかに医療機関（敷地内の実移動で模擬）へ負傷者を搬送した。

　前年度の訓練結果及び前年度までの中期計画に対して実績の評価を
行い、中期計画を見直し、それを基に今年度の訓練計画を定め、計画
的に訓練や教育等を実施した。
・令和4年8月。訓練実施前に改訂。

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今
年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練を実施している。
・令和4年4月に中期計画を見直し、計画通り教育や訓練を実施した。
○前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対し見直しの検討を行い、今
年度の訓練計画を策定している。

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今
年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練を実施している。
・令和4年4月に中期計画を見直し、計画通り教育や訓練を実施した。

近畿大学原子力研究所 ＧＮＦ－Ｊ NMCC東海 京都大学複合原子力科学研究所

・実施状況：参集点呼訓練、通報連絡訓練、情報収集訓練、緊急時体
制の構築訓練、汚染拡大防止等訓練、緊急時モニタリング訓練、線量
評価訓練、応急復旧訓練、BDBA対策訓練、資材調達・輸送訓練につい
て実働で実施した。
・テーマ：炉施設の災害対策、情報共有をテーマとした。
・マルファンクション付与：マルファンクションとして複数の災害対
策機器の故障を含めた。
・連携状況：緊急対策本部と緊急時作業団の連携による訓練を実施し
た。
・他事業者評価：他事業者として近畿大学と原子燃料工業熊取事業所
による評価を受け入れた。現場実働については地元公設消防による評
価も受け入れた。

・実施状況
　要素訓練及び総合訓練で実動訓練を実施
・テーマ
　ウラン飛散、漏えい時の処置（ＧＨ設置及びウラン回収）
　現場周辺におけるモニタリング
・マルファンクション付与　なし
・連携状況
　現場と緊急対策本部との連携を総合訓練で実施
・他事業者評価
　総合訓練で受入れ（ＮＦＩ-東海:ビデオ視聴）

１部訓練の修正案です（ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与については、要確認です）
・実施状況：総合訓練
・テーマ：現場点検、保護具着装、放射線モニタリング、拡大防止措
置活動
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：要確認
・連携状況：有（現場と事故対策本部）
・他事業者評価：無

２部訓練の原子力事業所災害対策支援拠点に係る実動は、評価対象の
考え方の「プラントに対する訓練を対象」に含まれないと思います。

○実施状況
・要素訓練及び総合訓練で実動訓練を実施
○テーマ
①通報、除染作業等、モニタリング、避難誘導、その他（総合訓練）
②放射性物質の回収、除染（要素訓練）
③夜間の放射性物質の回収、除染（要素訓練）
④放射線モニタリング（サーベイメータ取扱等）（要素訓練）
⑤原子力事業所災害対策支援拠点設営（要素訓練）
○連携状況
・現場と緊対所との連携を要素訓練及び総合訓練で実施（要素訓練の
一部（③、⑤）は本部活動は模擬として連携は情報連絡のみ。）
○他事業者評価
・総合訓練の現場実動訓練において外部評価として、NFD、MNF、NFI
を受入れた

中期計画の見直し
○訓練結果に関する評価を実施し、必要に応じて中期計画の見直しを
実施している。
・2022年11月(2021年訓練後の見直し）

A

難度が高い多様なシナリオに取り組んでいた

（シナリオ概要）
大地震により第2-3階酸化ウラン取扱室での二酸化ウラン粉末の飛
散並びに排気ダクトの破損（高性能エアフィルタ1段目機能喪失）
及び火災が発生。火災の延焼により2次フィルタが損傷（高性能エ
アフィルタ2段目機能喪失）し、排気筒から二酸化ウラン粉末が直
接放出され、SE02･GE02に至る。

（EAL判断数）
AL:0（地震に係るＡＬ通報を除く）、SE:1、GE:1

（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・負傷者1名（内部被ばくあり）
・火災による通常ルートでの排気筒モニタへのアクセス不能
・複数の異常から総合判断して排気筒からの放出を予想できるシ
ナリオ
・火災による排気筒閉止作業の中断
・TV会議システムの一時不通状態を想定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。

【１部訓練】
（シナリオ概要）
震度6弱の地震により、 一時保管中の放射性固体廃棄物ドラム缶
が地震により転倒し廃棄物保管室のエリアモニタ指示値上昇及び
地震によりエリアモニタ本体が壁面から落下破損して指示値未表
示となる。ドラム缶の位置を元に戻し固縛するとともに、落下し
たエリアモニタを予備機に交換することにより対処する。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・外部電源喪失
・MPなし方向の風向きを想定
・負傷者の発生

【２部訓練】
第2部訓練
（シナリオの概要）
震度6弱の地震に続けて、余震が発生し、新分析棟のGBの排気フィ
ルタ及び気体廃棄設備のフィルタが損傷し、新分析棟排気筒から
急激に放射性物質が放出され、特定事象に至る。応急措置として
給排気設備の全停止措置を実施する。
（EAL判断数）
AL 0（地震に係るAL通報を除く）、SE 1、GE 1（SEとGEは同時発
生）
（シナリオ多様化）
・通信機器に故障発生

AA

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。

【１部訓練】
（シナリオ概要）
・原子炉運転中に震度6弱の地震が発生し、原子炉施設に火災が発
生。エリアモニタを焼失する中で対策を実施した。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・火災発生
・モニタリング設備の破損
・入域中の学生の避難活動

【２部訓練】
第2部訓練
（シナリオの概要）
原子炉燃料要素仮置台（アクリル製）にて原子炉燃料要素が６体
仮置き中に火災が発生。火災継続中に放射線監視盤のガスモニタ
の指示値が基準値を超過し特定事象（SE04、GE04）に至る。
（EAL判断数）
AL 0（地震に係るAL通報を除く）、SE 1、GE 1（SEとGEは同時発
生）
（シナリオ多様化）
・これまで想定したことがないEALを設定

難度が高い多様なシナリオに取り組んでいた

（シナリオ概要）
・平日昼間帯に発生した震度6強の地震により、5 MWにて運転中で
あったKURの炉心タンク水位が低下しSE,GEに至る。その後、代替
ポンプで給水して水位を回復する事象を想定する。

（EAL判断数）
AL:2（地震に係るＡＬ通報を除く）、SE:1、GE:1

（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・複数のEAL（AL21, AL53, SE21, GE21）
・複数の災害対策機器の故障
・マルファンクションとして可搬型消防ポンプの不具合発生
・負傷者発生の設定

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①事業者間の支援活動
　なし
〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　要素訓練として、原子力事業所災害対策支援拠点への物資移
動、台車を用いて通路の確認及び所要時間の確認訓練を実施。

原子力事業者防災計画に定める一部の項目を実動で実施。

－①事業者間の支援活動
原子燃料工業（熊取）への支援要請の実連絡で要請したが実働は
伴わなかった。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
原子力事業所災害対策支援拠点を設置し資機材の輸送の一部を実
動にて実施した。

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲原子力事業者間の支援活動
　・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・総合訓練の中で支援拠点の設置要請を行い、要素訓練で実動
で人員と機材の移動を行い原子力事業所災害対策支援拠点を設置
し、本部との情報連絡を行った。

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
－①事業者間の支援活動
　原子力事業者防災業務計画に定めがないものの、東京大学大学
院工学系研究科原子力専攻からのモニタリング支援の要請を模擬
で実施。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　災害対策支援拠点に資機材の運搬し、通信設備及び会場の設営
並びに事故対策本部との通報・連絡を実施。
－原子力緊急事態支援組織との連動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）

B

A

4つ該当

○FAX等の通報
　・特定事象：7分（第10条及び15条事象が同時に該当）
　
○通報文の正確性
　・特定事象発生通報文に誤記があったが、その後適切に修正さ
れた。

○EAL判断根拠の説明
　・15条認定会議は責任ある者（執行役員）が発生事象と判断の
根拠、事故収束対応の状況、事象進展の予測、及び収束の見込み
について速やかかつ簡潔に説明していた。

○第25条報告
　・事象の進展に応じ適切な間隔で第25条報告ができた。（2回報
告）

A

3つ該当

○ＦＡＸ等の通報
　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：7分
　（第２部訓練）
　・特定事象通報：6分（第１０条及び第１５条事象が同時に該当）

○通報文の正確性
・通報文書に誤記があったが、その後適切に訂正がなされていた。ただ
し、修正方法としては修正報として別途通報すべき。

○EAL判断根拠の説明
・原災法第10条及び第15条該当の判断を防災業務計画の通報基準に基
づき説明することができた。

○第25条報告
・事象の進展等に応じて、適切な間隔とタイミングで必要な情報を継続的
に報告することができた。（2回）

AB

3つ該当

○FAX等の通報
　　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：8分
　（第２部訓練）
　・特定事象通報：6分（第１０条及び第１５条事象が同時に該
当）
　
○通報文の正確性
　・特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。

○EAL判断根拠の説明
　・10条確認会議、15条認定会議は組織を代表する者が説明して
いた。
　・発生事象と判断根拠、事故収束対応状況、事象進展の予測及
び収束対応について説明がなされた。

▲第25条報告
　・事象の進展に応じ適切な間隔で第25条報告ができた。（2回報
告）
　・対応の概要について記載がなかった。

4つ該当

○FAX等の通報
　・第10条事象(SE21)：4分
　・第15条事象(GE21)：7分

○通報文の正確性
　○特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。

○EAL判断根拠の説明
・ERCプラント班からの会議招集に対し速やかに対応し、発生事
象、事象進展予測、事故収束対応等について適切な説明ができ
た。

○第25条報告
・１０条事象から若干の遅れがあったが、概ね事象の進展に応じ
第25条報告ができた。（1回報告）
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く)) 別添４－３
4/5

Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班と
の情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班
を接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえ
た訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

5

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対
応
②記者等の社外プレーヤの参加（他
原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への
情報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

10

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

11

(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率（事業
所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

12
(P)

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

№ 指標
基準

備

考

中期計画見直し

現場実動訓練の実施

区分

6

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点と
の連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

1月17日 2月7日 2023/5/26（再訓練）

B

一部に改善の余地がある

①ERCプラント班との情報共有
○　事故・プラントの状況は情報提供されていたがわかりにくいものが
あった。
▲　15条事象への進展予測がタイムリーに情報提供されていなかった。
○　戦略の進捗状況は必要な情報が提供されていた。

②情報共有のためのツール等の活用
○　リエゾンによるサポートがなされていた
○　戦略シートを用いて複層的な戦略が示されていた
▲　備付資料や書画装置を用いた説明がなされていただが、状況を円滑
に説明できていない状況もあった。

B

一部に改善の余地がある

①ERCプラント班との情報共有
○　事故・プラントの状況が概ね適切に情報提供されていた。
○　進展予測と事故収束対応戦略の情報提供に遅れがあったが概ね適
切に通報されていた。
▲　戦略の進捗状況の情報提供に遅れがあり計画段階で通報できな
かった。

②情報共有のためのツール等の活用
○　リエゾンによるサポートがなされていた
▲　戦略シートを用いて複層的な戦略が示されていたが作成に遅れが
あった。
○　備付資料を使用した説明時に記載ミスがあったが概ね適切な活用が
なされていた。

C

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ERCプラント班との情報共有
▲　施設の初期情報について、明確かつ網羅的な説明ができていなかっ
た。
▲　応急対策について、対策前の計画段階における説明がない。また、
複層的な対策が示されていない。
▲　戦略の進捗状況の連絡について積極的な提供がなされなかった。

②情報共有のためのツール等の活用
▲　リエゾンの活動：プリンタが使用できず、十分な活動ができなかった。
▲　COPの活用：戦略フロー使用のタイミングが遅く、効果的な説明がで
きなかった。
▲　ERC備付け資料の活用：ＣＯＰ及び備え付け資料の準備が十分では
なく、更にWebexでの音声不調により、固定電話での対応になり、片手で
該当ページを開くのも難しく、十分に活用することができなかった。

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ERCプラント班との情報共有
〇　事故状況について、施設状況説明図により、施設全体の状況を概ね
説明することができたが、異常発生の状況について情報不足があった。
▲　ダストモニタトレンドグラフにより事象進展予測を行い戦略フローによ
り、事故収束対応戦略を説明していたが、全体の対策の進捗状況を俯瞰
できるように改善が必要。
〇　戦略の進捗状況の連絡について積極的な提供がなされた。

②情報共有のためのツール等の活用
〇　リエゾンの活動：情報提供は概ねなされていたが、もっと積極的な情
報提供を図ってもらいたい。
▲　COPの活用：戦略フローを使用していたが、全体の戦略を俯瞰できる
よう改善が必要。
〇　ERC備付け資料の活用：ERC備付け資料に更なる改善が必要だが、
概ね必要な情報を取り出し、活用することができた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム及びテレビ会議システム接続
は円滑に操作した。 A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム及びテレビ会議システムの接
続は円滑に操作した。 C

通信機器の操作に支障があり、改善が必要である。

・ビデオ会議の音声が聞きづらく、電話連絡に切り替えたが、スピーカー
使用によるハンドフリーの対応ができずに情報共有に支障を生じた。 A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・webEXによるビデオ会議の操作が円滑ではない場面もあったが、通信
装置や書画装置のインフラを改善し概ね円滑に利用することができた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している

B
一部のプレーヤに対してシナリオ開示

・一部プレーヤーにシナリオ概要を開示
A

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

・起因事象（地震発生）のみ開示
B

プレーヤに対してシナリオの一部を開示して訓練を実施した。

A

３つ該当
〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・ＥＲＣ広報班へプレス文を送信
〇②記者等の社外プレーヤの参加
・防災専門官が模擬記者役として対応
〇③模擬記者会見の実施
・模擬記者会見を実施
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
・なし A

３つ該当
○ERC広報班と連動したプレス対応
　・ERC広報班にプレス文をFAX送信
○記者等の社外プレーヤの参加
　・他事業者（京都大学）が模擬記者役で参加
○模擬記者会見の実施
　・他事業者等も参加して模擬記者会見を実施
▲情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬HPへのプレス文掲載等はなし B

２つ該当
▲①ERC広報班と連動したプレス対応
　・なし
○②記者等の社外プレーヤの参加
　・NDCより模擬記者2名が参加
○③模擬記者会見の実施
　・模擬記者会見を実施
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし

A

３つ該当
〇①他事業者への視察
あり（ＧＮＦ－Ｊ訓練視察）（ＮＦＩ-熊取：ビデオ視聴）
〇②自社訓練の視察受け入れ
あり（ＮＦＩ-熊取：ビデオ視聴）
▲③ピアレビュー等の受入れ
なし
〇④ＥＲＣへの訓練視察
あり（東京電力1F,2F：ビデオ視聴）（日本原燃再処理：ビデオ視
聴） A

３つ該当

○①他事業所への視察
　あり（京都大学複合原子力科学研究所、ＮＦＩ-東海：ビデオ視
聴）
▲②自社訓練の視察受入れ
　なし
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（京都大学複合原子力科学研究所、ＮＦＩ-東海：TV会議接
続及びビデオ視聴）
○④ERCへの訓練視察
　あり（関西電力 高浜発電所、九州電力 川内発電所）：ＤＶＤ
視聴

A

４つ該当
○①他事業者への視察
　あり（NDC、GNF-J）
〇②自社訓練の視察受入れ
　NDC及びMMTLから視察者の受け入れ
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（NDC及びMMTL）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（１F,２F及び中国電力）

A

①～③を実施している。

○問題点から課題の通出
　・問題点から2件の課題を抽出
○原因分析
　・2件の課題に対して原因分析を実施
○原因分析を踏まえた対策
　・2件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討

A

①～③を実施している。

○問題点から課題の通出
　・問題点から5件の課題を抽出
○原因分析
　・5件の課題に対して原因分析を実施
○原因分析を踏まえた対策
　・5件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討

A

①～③が実施されている。
○①課題、問題点の抽出
　10件の課題、問題点を抽出。
○②原因分析
　10件の課題、問題点に対して原因分析。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　10件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策を検討。

A

９０％以上

○訓練参加率：１１３％
（参加人員９６名/計画人員８５名）

A

９０％以上

訓練参加率：１０９．５％
（参加者数：301名／計画人数：275名）

B

８０％～９０％

○訓練参加率：８１％
（訓練参加者145名/計画人員180名）

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今
年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

・令和４年９月
○前年度の訓練結果及び前年度までの中期計画に対して実績の評価
を行い、中期計画を見直し、それを基に今年度の訓練計画を定め、計
画的に教育や訓練等が実施できていた。

　前年度の訓練結果及び前年度までの中期計画に対して実績の評価を
行い、中期計画を見直し、それを基に今年度の訓練計画を定め、計画
的に訓練や教育等を実施した。
・令和4年8月

〇実施状況
・要素訓練及び総合訓練で実動訓練を実施
〇テーマ
・ウラン飛散、漏えい時の処置（ウラン回収、除染）
・現場におけるモニタリング
〇マルファンクション
・初期消火活動に向かう途中に可燃性ガスの爆発
・公設消防に救急車を要請したが出動不可
〇連携状況
・現場と緊急対策本部との連携を総合訓練で実施
〇他事業者評価
・総合訓練で受入れ（他事業者ビデオ視聴）

・実施状況
　要素訓練及び総合訓練で実動訓練を実施
・テーマ
　ウラン飛散、漏えい時の処置（ＧＨ設置及びウラン回収）
　現場周辺におけるモニタリング
・マルファンクション付与　なし
・連携状況
　現場と緊急対策本部との連携を総合訓練で実施
・他事業者評価
　総合訓練で受入れ（ＮＦＩ-東海:ビデオ視聴）

・実施状況:要素訓練で実施
・テーマ:火災防護活動訓練、通報訓練（現場実働含む）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:無
・連携状況:発災現場、緊急時対策所
・他事業者評価:なし

・公設消防へ救急車両を要請したが、地震の影響で手配不可とした。そのた
め、被ばく者搬送車両を使用し、
速やかに医療機関（敷地内の実移動で模擬）へ負傷者を搬送した。

ＮＦＩ東海 NFI熊取 ＭＮＦ

2月14日

中期計画の見直し
○訓練結果に関する評価を実施し、必要に応じて中期計画の見直しを
実施している。
・2022年11月(2021年訓練後の見直し ）

A

難度が高い多様なシナリオに取り組んでいた

（シナリオ概要）
震度６弱の地震が発生し、加工工場（第２加工棟）の分電盤の漏
電により火災発生し、アセチレンボンベが加熱により爆発し、粉
末貯蔵容器の蓋が外れウラン漏えい。その際に屋外に通じる扉が
開放し環境中に放射性物質が放出される。

（EAL判断数）
AL:0（地震に係るＡＬ通報を除く）、SE:1、GE:1

（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・火災、溢水発生による現場対応
・作業区域における可燃性ガスの発生
・溢水の発生による応急対策への障害
・オフサイトセンター派遣

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。
【１部訓練】
（シナリオ概要）
震度6強の地震により、 加工棟粉末貯蔵室に貯蔵していた粉末収
納缶が落下し、中身のウラン粉末が飛散。エアフィルターが一部
破損したことにより排気筒から放射性物質が微量放出した。その
後、排風機の停止及び収納缶の回収により対処する。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・アンモニアガス漏えいによる作業障害
・負傷者の発生（被ばくあり）
・モニタリング設備の不足を想定

A

難度が高い多様なシナリオに取り組んでいた

（シナリオ概要）
震度６弱の地震により、分電盤の不具合が発生し工事のため準備
していたアセチレンボンベ及び酸素ボンベが加熱により爆発。
爆発により、避難時に開放したままの扉から原料貯蔵容器が建屋
より飛び出し、屋外でウラン粉末が漏えいし、ＳＥ０５、ＧＥ０
５に至る。

（EAL判断数）
AL:0（地震に係るＡＬ通報を除く）、SE:1、GE:1

(シナリオ多様性）（３つ以上付与）
・火災現場周辺に準備してある他の可燃性ガスボンベの撤去
・可燃性ガス爆発による応急対応への支障
・応急措置中の作業員の負傷

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①原子力事業者間の支援活動
・ＭＮＦに支援要請を実連絡したが実動は行っていない。
〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・要素訓練において対策支援拠点を開設し、持込み資機材の運
搬、本部との通信確認を実動

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
　　京都大学複合原子力科学研究所に資機材の支援について実連
絡したが実働はしなかった。
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
    要素訓練にて、災害対策支援拠点（於、京都大学粒子線腫瘍
学研究センター）を開設し、持ち込み資機材の運搬、本部との通
信連絡等を実施

B

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施。
〇①事業者間の支援活動
　NDCへ放管員2名の助勢依頼を実連絡を実施。要素訓練として、
NFIへの必要機材の運搬、外部機関受入体制の構築を実働。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・防災総合訓練では、NFI-Tに対し支援拠点設営許諾を実連絡で
要請した。
　・要素訓練として、NFIへの必要機材の運搬、外部機関受入体制
構築を実働。FAXと衛星電話による対策本部への実連絡。
　・要素訓練として第2支援拠点とした「三菱東海寮」からFAXと
衛星電話による対策本部への実連絡。
－原子力緊急事態支援組織との連動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）

B

3つ該当
○FAX等の通報
　・特定事象：9分（第10条及び15条事象が同時に該当）
○通報文の正確性
　・特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。
○EAL判断根拠の説明
　・15条認定会議は責任ある者（執行役員）が発生事象と判断の根拠に
説明していた。
▲第25条報告
　・第25条報告に１時間以上の遅れが生じた。（2回報告）

B

３つ該当
○FAX等の通報
　・特定事象：8分（第10条及び15条事象が同時に該当）
○通報文の正確性
　・特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。
▲EAL判断根拠の説明
　・15条認定会議は責任ある者（対策本部長）が発生事象と判断の根拠
の根拠について説明できていたが、事故収束対応について説明できな
かった。現場から上がってきた情報に対して対策本部長は自らの判断を
示すべき。
〇第25条報告
　・事象の進展等に応じて、適切な間隔とタイミングで必要な情報を継続
的に報告することができた。（２回報告）

B

3つ該当

○FAX等の通報
　・特定事象：11分（第10条及び15条事象が同時に該当）
　
○通報文の正確性
　・特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。

○EAL判断根拠の説明
　・15条認定会議においてＥＡＬの判断根拠が適切に説明されて
いた。
　・15条認定会議において事象進展の予測、応急対策について定
性的な説明であり収束見込み、今後対応など具体的な説明がなさ
れなかった。

▲第25条報告
　・特定事象の発生時刻に誤記があったが訂正されなかった。
　・事象の進展に応じ適切な間隔で第25条報告ができた。（2回報
告）

B

3つ該当

○FAX等の通報
　・10条事象：10分（SE05）
　・15条事象：13分（GE05）
　
○通報文の正確性
　・特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。

○EAL判断根拠の説明
　・10条確認会議、15条認定会議は組織を代表する者として副所
長が説明。
　・発生事象と判断根拠、事故収束対応状況、事象進展の予測及
び収束対応について説明がなされたが今後の対策について説明の
具体性が欠けた。

▲第25条報告
　・10条事象発生後の25条報告まで時間を要した。その後は事象
の進展に応じ適切な間隔で第25条報告ができた。（2回報告）
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く)) 別添４－３
5/5

Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班と
の情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班
を接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえ
た訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

5

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対
応
②記者等の社外プレーヤの参加（他
原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への
情報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

10

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

11

(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率（事業
所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

12
(P)

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

№ 指標
基準

備

考

中期計画見直し

現場実動訓練の実施

区分

6

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点と
の連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

2月17日 2月24日

A

緊急時対策所とERCプラント班との情報共有において 、改善の取組によ
り能力向上が図られている

①ERCプラント班との情報共有
○　事故、プラントの状況について情報共有が図られていた。
○　進展予測と事故収束対応戦略について情報共有が図られていた。
○　戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないためリエゾ
ンの活動は評価対象外
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないためＣＯＰの
活用は評価対象外
○　ＥＲＣ備付け資料を活用して事故の状況が示されていた。

B

緊急時対策所とERCプラント班との情報共有において 、一部に改善の余
地がある

①ERCプラント班との情報共有
○　事故、プラントの状況について、若干の遅れがあったものの、情報共
有が図られていた。
▲　進展予測と事故収束対応戦略について、情報共有に不十分な点が
あった。
○　戦略の進捗状況について、情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないためリエゾ
ンの活動は評価対象外
－　２部制訓練かつ第１部訓練において特定事象に至らないためＣＯＰの
活用は評価対象外
▲　備付資料の準備が不十分であった。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のためのテレビ会議システム接続は円滑に操作されてい
た。 A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している
A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練実
施項目、訓練シナリオ等を設定していた。

○訓練計画段階で策定している

A
全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

B
一部のプレーヤのみに対して全てのシナリオを提示して実施した。

・団長のみに提示

A

４つ該当
〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・発電所広報班やＥＲＣ広報班リエゾンと連動したプレス対応を実施した。
○②記者等の社外プレーヤの参加
・模擬記者として，新聞記者（電気新聞社）が社外プレーヤとして訓練に
参加した。
〇③模擬記者会見の実施
・電気新聞記者及び東京電力ＨＤが社外プレーヤ（模擬記者役）として訓
練に参加した。
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信について
・模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施

A

4つ該当

〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・記者会見文案のＥＲＣ広報班へのＦＡＸ送信を実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・記者役として、核物質管理センター東海保障措置センター職員および
規制庁職員が参加して模擬記者会見を実施
〇模擬記者会見の実施
　・模擬記者会見を実施
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ＨＰを作成し、外部への情報発信を実施

A

4つ該当

○他原子力事業者への視察（統原防視察，
DVD視察，現場視察）
（統原防視察）即応センター：18訓練
（DVD視察） 即応センター： 8訓練
緊急時対策所： 8訓練
（現場視察） 即応センター： 7訓練
緊急時対策所： 7訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
・あり（北海道電力，東北電力，東京電力HD，中部電力，北陸電
力，中国電力，関西電力，四国電力，九州電力，電源開発，
JANSI）
○ピアレビュー等の受入れ
・あり（東北電力，東京電力HD）
○ＥＲＣへの訓練視察
・あり（関西電力，東北電力，東京電力）

A

3つ該当

〇他事業者への視察→あり
　・NMCC東海
〇自社訓練の視察受入れ
　・NMCC東海
〇ピアレビュー等の受け入れ
　あり(MNCC東海）
▲ＥＲＣへの訓練視察
　なし

A

①～③が実施されている。
○①課題、問題点の抽出
　11件の課題、問題点を抽出。
○②原因分析
　11件の課題、問題点に対して原因分析。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　11件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策を検討。

A

①～③が実施されてる
・4件の課題・問題点が抽出されている
・4件の課題・問題点に対して原因分析がされている
・4件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

A

９０％以上

(１部訓練）
○訓練参加率：90%
（訓練参加者107名/計画人数119名）
(２部訓練）
○訓練参加率：110%
（訓練参加者58名/計画人数50名）

A

９０％以上

（第1部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：40人/訓練参加予定者：40人
（第2部訓練）
訓練参加率：100％
訓練参加者：40人/訓練参加予定者：40人

前年度の訓練結果を踏まえた中期計画に対しての見直しは実施していな
い。
○中期計画の見直し
　・検討を行った結果、緊急時での活動をより迅速に、より正確に、より適切
に実施できることを目指して、訓練を実施することとしたが、中期計画の見直
しはおこなっていない。

【要素訓練】
要素訓練で実施。
・テーマ：サービス建屋２階からの火災に伴う対応訓練
・マルファンクション付与：屋内消火栓の使用不可
・緊急時対策所との連携：有
・他事業者の評価：無

・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ：消火訓練、放射線モニタリング訓練等
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：防災資機材の不足
・連携状況：発災現場と緊急時対策所との連携
・他事業者評価：あり（核物質管理センター：2名）

東京大学大学院原子力工学系研究科日本原電東海発電所

中期計画の見直し
○訓練結果に関する評価を実施し、必要に応じて中期計画の見直しを
実施している。
・2022年10月見直し

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。
【１部訓練】
（シナリオ概要）
地震（東海村震度6弱）が発生し，管理区域内で高汚染廃棄物に引
火し火災発生，火災に伴う、避難において、作業員が避難時に負
傷し、高汚染物質の煙を吸引し内部汚染の可能性を想定した。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・キーとなる要員配置変更
・OFCへの派遣
・重要施設における火災
・負傷者発生

【２部訓練】
第2部訓練
（シナリオの概要）
管理区域外にてL1輸送容器運搬車が地震により横転し、運搬車両
用燃料への引火による火災の発生及びL1輸送容器損傷に伴う放射
線の放出により，原災法第10条及び第15条に至る。
（EAL判断数）：AL 0（地震に係るAL通報を除く）、SE 1、GE 1
（シナリオ多様化）：
・通信担当者の不在、一斉FAXの使用不可

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた
【１部訓練】
（シナリオ概要）
　震度６弱の地震（大津波警報伴う）を起因とし、原子炉実験室で蒸留作
業中の作業員が負傷。その後の余震で当該実験室から出火、エリアモニ
タが上昇（火災による故障）。上記事象に対して、負傷者の救急搬送、火
災対応を行い事象が収束。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
　・出火区域のエリアモニター故障
　・火災初期消火失敗
　・負傷者の発生
　・防災資機材の不足

【２部訓練】
（シナリオ概要）
　地震（警戒事象に至らない）により原子炉実験室で火災が発生し、損傷
したペネトレーションから延焼した核燃料物質が気体放射性物質として放
出されMP値が上昇しSE01，GE01に至る。
　上記事象に対して、汚染拡大防止対策を行い事象が収束。
（シナリオ多様化）（多様性あり）
　・通信機器の不具合

A

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

①原子力事業者間の支援活動：実働
 ・東京電力ＨＤ
②原子力事業所災害対策支援拠点との連動：実働
　・茨城事務所
③原子力緊急事態支援組織との連動：実働
　・美浜原子力緊急事態支援センター

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
　・なし
〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・原子力事業所災害対策支援拠点へ要員を派遣し、防災資機材の調
達・輸送を実施

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：15分
　（第２部訓練）
・第１０条（SE04)：９分
・第１５条（GE04)：７分

○通報文の正確性
・通報文は必要な誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報されていた。

○EAL判断根拠の説明
・10条確認会議、15条認定会議は組織を代表する者が説明していた。
・原災法第10条及び第15条該当の判断を防災業務計画の通報基準に基
づき説明することができた。

○第25条報告
・事象の進展等に応じて、適切な間隔とタイミングで必要な情報を継続的
に報告することができた。（２回）

B

１つ該当

○FAX等の通報
　(第１部訓練）
　・警戒事態（AL）：11分
　（第２部訓練）
　・第10条事象（SE01）：9分
　・第15条事象（GE01）：8分

▲通報文の正確性
　・15条通報文において、特定事象発生時刻の誤記があった。
○ＥＡＬ判断根拠の説明
　(第１部訓練）
　・該当なし
　（第２部訓練）
　・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔
に行われた
〇第２５条報告
　・1回目の報告のタイミングが若干遅かったが概ね適切な間隔で継続し
て報告できた。（2回報告）

A
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
1／11

東芝 GNF-J 京大
JAEA人形峠 ＮＭＣＣ六ヶ所 NMCC東海 MNF

JNFL濃縮 NFI東海
NDC NFD NFI熊取
原電東海 近大 東大

Ｃ

改善の取組により能力向上が図られている。 5 一部に改善の余地がある。 10 一層の改善が必要である。 2

区分 情報共有・通報 指標１ 緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有
評価対象の
考え方など

　事故・プラントの状況（現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状
況、負傷者の発生等の発生イベント、現況）、進展予測と事故収束対応（事故の
進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策））、戦略の
進捗状況（事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況）について、ＥＲＣ
プラント班との情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れが
なく緊急時対策所から積極的に情報提供がされているかを評価する。
　事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時
に施設全体の現況について説明ができたか、また、図表などの視覚情報（ＥＲＣ
備付け資料）の活用、リエゾンの活動（ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾン
が、緊急時対策所を補助するという目的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割
等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされて
いるか、ＥＲＣプラント班の意向等を緊急時対策所等に伝達しているか等）を評
価する。

事
業
所

JAEAふげん

JNFL埋設

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有が円滑かつ確実に対
応できていた。

【ふげん】
事象進展の見通しについて説明が十分ではなかった。
【NMCC六カ所】
事故・プラントの状況について訂正が多く発生し少なからずERCに混乱を招いた。
【JNFL濃縮】
事故、プラントの状況について、情報は共有されていたが、事象対処のタイミングで
の共有が十分でなく、一部で改善の余地がある。
【NFD】
状況説明時に訂正事項が多くみられた。
【近大】
事故・プラントの状況について情報共有を図るべき事項の整理が十分ではない。
【GNF-J】
１０条該当時間が判断時刻ではなくモニタリング検出時刻が使用されて混乱があっ
た。
【NMCC東海】
事故・プラントの状況について情報共有されていたが、優先順位が整理されておら
ずわかりにくい状況があった。
【NFI東海】
15条事象への進展予測がタイムリーに情報提供されていなかった。
【NFI熊取】
 戦略の進捗状況の情報提供に遅れがあり計画段階で通報できなかった。
【東大】
備付資料の準備が不十分であった。

基
準

Ａ Ｂ

【京大】
・ERCプラント班に、事故・プラントの状況について情報不足かつ情報提供の遅れ
があった。
・進展予測と事故収束対応戦略は情報不足かつ情報提供の遅れがあった。
・備付資料の活用が不十分であるとともに、資料の充実が必要。
【MNF】
・施設の初期情報について、明確かつ網羅的な説明ができていなかった。
・COPの活用：戦略フロー使用のタイミングが遅く、効果的な説明ができなかった。
・ＣＯＰ及び備え付け資料の準備が十分ではない。

備
考

東芝：東芝エネルギーシステムズ（株）原子力技術研究所
JAEA人形峠：日本原子力研究開発機構人形峠技術センター
JNFL埋設：日本原燃(株)埋設事業部
NDC：MHI原子力研究開発(株)
原電東海：日本原子力発電(株)東海発電所
（次頁以降、同様）

JAEAふげん：日本原子力研究開発機構新型転換炉原型炉ふげん
NMCC六ヶ所：核物質管理センター六ヶ所保障措置センター
JNFL濃縮：日本原燃(株)濃縮事業部
NFD：日本核燃料開発（株）
近大：近畿大学原子力研究所
GNF-J：(株)グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン
NMCC東海：核物質管理センター東海保障措置センター
NFI東海：原子燃料工業(株)東海事業所
NFI熊取：原子燃料工業(株)熊取事業所
東大：東京大学大学院工学系研究科原子力専攻
（次頁以降、同様）

京大：京都大学複合原子力科学研究所
MNF：三菱原子燃料工業(株)
（次頁以降、同様）
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
2／11

JAEAふげん NMCC東海 ＮＭＣＣ六ヶ所 NFI東海 　
JAEA人形峠 京大 東芝 NFI熊取
JNFL濃縮 原電東海 NDC MNF
JNFL埋設 NFD 東大
GNF-J 近大

区分 情報共有・通報 指標２

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

評価対象の
考え方など

　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切か
つ迅速に行われているか評価する。
①ＥＡＬに該当する事象（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に
係る事象）を原子力防災管理者が判断した時刻から、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント
班に発信操作した時刻までを計測して評価する。また、ＦＡＸ等の着信確認を確
実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡ができた
かを評価に含める。
②特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５
条事象に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考
として、全ての通報、連絡及び報告について、万一、誤記、記載漏れがあった場
合に事業者がこれを発見し訂正報が確実に行われていることを確認する。
③事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に
係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班
に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行わ
れたか評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定め
ている項目（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及
び放出状況、モニタ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。

備
考

0

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：確実な通報連絡が支障なく円滑に対応できていた。 【NMCC六カ所】
10条通報の訂正がなされていたものの、訂正報の報告番号が付されておらず管理
方法が不明確である。
【東芝】
警戒事態の通報に遅れがあった。
【NDC】
第１０条通報の該当事項の間違いがあり規制庁からの指摘で訂正した。
【NFD】
１０条、１５条事象通報に遅れがあった。
【近大】
第25条報告を実施したが、対応の概要について記載がなかった。
【NFI東海】
特定事象の発生時刻に誤記があったが訂正されなかった。
【NFI熊取】
10条事象発生後の25条報告まで時間を要した
【MNF】
第25条報告に１時間以上の遅れが生じた。
【東大】
15条通報文において、特定事象発生時刻の誤記があった。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

４つ該当 8 ３つ該当 9 ２つ以下
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
3／11

JAEAふげん　 JNFL埋設 　 NMCC東海 東大 MNF
NMCC六ヶ所 NDC 　 京大
東芝 　 NFD NFI東海
JAEA人形峠　 近大 NFI熊取
JNFL濃縮 GNF-J 原電東海

区分 情報共有・通報 指標３
通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を接続する通信機器の操作）

評価対象の
考え方など

　電話の操作（ＥＲＣ音声会議システムへの接続、混信防止のマイク音
量調整、ヘッドマイクセットとスピーカーフォンの切替など）、テレビ会議
システムの操作（マイク音量調整や映像ソース切替、書画装置の
フォーカス調整など）など通信機器の操作、及び使用している通信機器
（ＦＡＸ、電話、テレビ会議システム等）に支障が発生した場合の代替手
段への移行操作について確認し、ＥＲＣプラント班との情報共有に支障
がないかを評価する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた 16 通信機器の操作に支障はないが、更なる習熟が望まれる 0 通信機器の操作に支障があり、改善が必要である 1

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：通信機器（通話設備、ＦＡＸ機器）の操作に支障なく円滑に対応でき
ていた。

【MNF】
ビデオ会議の音声が聞きづらく、電話連絡に切り替えたが、スピーカー使用による
ハンドフリーの対応ができずに情報共有に支障を生じた。

備
考
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
4／11

JAEAふげん　 JNFL埋設 　 NMCC東海 MNF
NMCC六ヶ所 NDC 　 京大 東大
東芝 　 NFD NFI東海
JAEA人形峠　 近大 NFI熊取
JNFL濃縮 GNF-J 原電東海

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標４ 前回までの訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定
評価対象の
考え方など

訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・
課題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証できる
計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっているか、評価項
目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確
認する。
なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に
至るまでの要素訓練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証
できる

17
訓練実施計画等が、一部前回までの訓練の課題について
検証できない

0
訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証
できない

0

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：前回までの訓練課題を検証できる訓練シナリオを設定している。

備
考
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
5／11

JAEAふげん JNFL埋設 原電東海 GNF-J 　 東大 　
NMCC六ヶ所 NDC NMCC東海 　 　
東芝 NFD 京大 　 　 　
JAEA人形峠 近大 NFI東海 　
JNFL濃縮 NFI熊取 MNF

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標５ シナリオ非提示型訓練の実施状況
評価対象の
考え方など

シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確
認する。
シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の
起因事象等といった訓練の前提条件は含まない）が事前演習等
も含め全く提示されていない場合をシナリオ非提示とする。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示 11 Ａ，Ｃ以外 6 全てのプレーヤに対して全てのシナリオを提示 0

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施 【GNF-J】
本部要員に一部シナリオ開示

【NMCC東海】
一部プレーヤーにシナリオを開示

【京大】
一部プレーヤーにシナリオを開示

【NFI東海】
一部プレーヤーにシナリオ概要を開示

【MNF】
プレーヤに対してシナリオの一部を開示

【東大】
団長のみに対してシナリオを提示

備
考

187



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
6／11

JAEAふげん JNFL埋設 NMCC東海 原電東海
NMCC六ヶ所 NDC 京大 東大
東芝 NFD NFI東海
JAEA人形峠 近大 NFI熊取
JNFL濃縮 GNF-J MNF

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標６ シナリオの多様化・難度
評価対象の
考え方など

対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のた
め、訓練プレーヤーへ難度の高い課題を与えているか、シナリ
オの多様化に努めているかを確認する。
　発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象
の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、
場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状
態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定した要
員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら
要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイント
やマルファンクションの数、マルチエンディング方式の採用など
から、シナリオの多様化・難度の取り組みについて総合的に確
認する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた 17 適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた 0 平易なシナリオであった 0

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

備
考 188



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
7／11

JAEAふげん JNFL埋設 　 NMCC東海 東大 ＮＭＣＣ六ヶ所 　
東芝 NDC 　 NFI東海 近大 　
JAEA人形峠 NFD 　 NFI熊取 京大 　
JNFL濃縮 GNF-J 原電東海 MNF 　

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標７

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等
を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情報発信

評価対象の
考え方など

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円
滑に行うために、どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニン
グの講師なども対象とする。④の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ
掲載文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。　広報活
動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業
所を有する事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容
が同一の場合に限り、他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含め
る。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

３つ以上該当 13 ２～１つ該当 4 該当なし 0

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

【JAEAふげん】
①➂④東京事務所で模擬記者会見を実施

【東芝】
①➂④模擬ＨＰ掲載

【JAEA人形峠】
①②➂④防災関連コンサルタント会社が模擬記者役として参加

【JNFL濃縮】
①②③④東北電力が模擬記者役として参加

【JNFL埋設】
①②③④東北電力が模擬記者役として参加

【NDC】
①②③ＭＮＦが模擬記者役として参加

【NFD】
①②③ＪＡＥＡ，ＧＮＦ－Ｊが模擬記者役として参加

【GNF-J】
①③④模擬ＨＰに広報文を掲載

【NMCC東海】
①②③自治体職員が模擬記者役として参加

【NFI東海】
①②③模擬記者会見を実施

【NFI熊取】
①③④京都大学が模擬記者役として参加

【原電東海】
①②➂④模擬記者として，新聞記者（電気新聞社）が参加

【東大】
①②➂④ＮＭＣＣ東海が模擬記者役として参加

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
③模擬記者会見を開催

【近大】
①広報文をＥＲＣ広報班宛てに送付

【京大】
①④広報文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載

【MNF】
②③ＮＤＣが模擬記者役として参加

備
考
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
8／11

JAEAふげん JNFL埋設 　 ＮＤＣ NFI熊取
NMCC六ヶ所 NFD 　 近大 MNF
東芝 NMCC東海 　 GNF-J 東大
JAEA人形峠 原電東海 京大
JNFL濃縮 NFI東海

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標８
後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との連動

評価対象の
考え方など

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の
訓練の状況を評価する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、
移動先で物資や人を実際に機能させる訓練をいう（移動のみの場合は
実動としない）。評価の対象とはしないが、実動で訓練を行わない場合
は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ
連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。
　①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている
事業所に限り評価対象とする。なお、事業者間の協定等がない事業所
であって、自社の他事業所からの支援活動が定めている場合は評価
対象とする。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で
実施

9
原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で
実施

8 実動なし 1

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

【JAEAふげん】
①②③原子力事業所災害対策支援拠点に資機材受入を実施

【NMCC六ヶ所】
②原子力事業所災害対策支援拠点の設置、資機材操作等を実施

【東芝】
②原子力事業所災害対策支援拠点における産業医、看護師の受入を実施

【JAEA 人形峠】
①②原子力事業所災害対策支援拠点の設置を実施

【JNFL濃縮、埋設】
①②原子力事業所災害対策支援拠点においてエアテント設置訓練を実施

【ＮＦＤ】
①②総合訓練で原子力事業所災害対策支援拠点への資機材輸送訓練等を実施

【NMCC東海】
②原子力事業所災害対策支援拠点の設置、資機材輸送訓練等を実施

【原電東海】
①②➂美浜原子力緊急事態支援センターを連携を実施

【ＮＤＣ】
②要素訓練で原子力事業所災害対策支援拠点への資機材輸送訓練等を実施

【近大】
②原子力事業所災害対策支援拠点を設置し資機材の輸送を実動にて実施

【ＧＮＦ－Ｊ】
②原子力事業所災害対策支援拠点を設置して人と資機材の運搬を実施

【京大】
②原子力事業所災害対策支援拠点を設置して資機材の調達・輸送を実施

【NFI東海】
②原子力事業所災害対策支援拠点を設置して資機材の輸送を実施

【NFI熊取】
②原子力事業所災害対策支援拠点を設置して資機材の輸送を実施

【MNF】
①②原子力事業所災害対策支援拠点を設置して資機材の輸送を実施

【東大】
②原子力事業所災害対策支援拠点における資機材の調達、運搬等

備
考
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
9／11

JAEAふげん JNFL埋設 NMCC東海 原電東海
NMCC六ヶ所 NDC 京大 東大
東芝 NFD NFI東海
JAEA人形峠 近大 NFI熊取
JNFL濃縮 GNF-J MNF

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標９

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

評価対象の
考え方など

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓
練への視察やピアレビュー等を求めるといった取組について確
認する。
　なお、①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象
とする。また、③は原子力や防災に関連する第三者機関による
評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた
場合も実績に含める。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

３つ以上該当 17 ２～１つ該当 0 該当なし 0

備
考

,

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

①他事業者への視察
【JAEAふげん】川内、島根、敦賀等。【NMCC六ヶ所】ＪＮＦＬ。【JAEA人形峠】大飯
等。【JNFL濃・埋】ふげん、ふげん高浜等。【NDC】MNF等。【NFD】JAEA大洗、
GNF-J。【近大】京大。【GNF-J】ＮＦＤ。【NMCC東海】JAEA大洗、ＮＤＣ、東大。【京
大】NFI熊取、近大。【NFI東海】GNF-J。【NFI熊取】京大。【MNF】NDC、GNF-J。【原
電東海】統合NW18件等.【東大】NMCC東海。

②自社訓練の視察受入れ
【JAEAふげん】中国電力、原電等。【NMCC六ヶ所】ＪＮＦＬ。【東芝】NFI東海。【JAEA
人形峠】中国電力、九電等。【JNFL濃・埋】原電、JAEA大洗等。【NDC】MNF等。
【NFD】JAEA大洗、GNF-J。【近大】京大。【GNF-J】NFD、MNF、NFI。【京大】近大、
NFI熊取、地元消防。【NFI東海】NFI熊取。【NFI熊取】京大、NFI東海。【MNF】NDC、
三菱マテリアル。【原電東海】北電、東北電力、東電、中電、北陸電力、関電、中国
電力、四電、九電、電発等。【東大】NMCC東海。

③ピアレビュー等の受入れ
【JAEA人形峠、ふげん】防災関係コンサルタント会社。【NMCC六ヶ所】JNFL。【東
芝】NFI東海。【JNFL濃・埋】原電、東電。【NDC】MNF。【NFD】JAEA大洗、GNF-J。
【近大】京大。【GNF-J】NFD、MNF、NFI。【NMCC東海】東大。【京大】近大、NFI熊
取。【NFI熊取】京大、NF東海。【MNF】NDC、三菱マテリアル。【原電東海】東北電
力、東電。【東大】NMCC東海。

④ＥＲＣへの訓練視察
【JAEA人形峠、ふげん】川内、島根等。【NMCC六ヶ所】高浜（ビデオ）。【東芝】高
浜。【JNFL濃・埋】高浜、1F,2F等。【NDC】東芝。【NFD】MNF。【GNF-J】川内、東通
等。【NMCC東海】NMCC六ヶ所。【NFI東海】1F,2F等（ビデオ）。【NFI熊取】高浜、川
内（ビデオ）。【MNF】1F,2F、中国電力。
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
10／11

JAEAふげん JNFL埋設 NMCC東海 原電東海
NMCC六ヶ所 NDC 京大 東大
東芝 NFD NFI東海
JAEA人形峠 近大 NFI熊取
JNFL濃縮 GNF-J MNF

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標１０

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

評価対象の
考え方など

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練に
おける課題を抽出し、その課題に対する原因分析を行い、原因
分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な対策の方
針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載
により確認する。
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内
ルール等と照らし何ができて何ができなかったのか分析した上
で自主的に課題を抽出していること、②については、いわゆる
「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されているこ
とを確認する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

①～③が実施されてる 17 ①及び②まで実施されている 0 ①のみ実施 0

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：２０２０年度の訓練結果を評価し課題（改善点）を抽出し原因を分析
のうえ対策が検討されている。

備
考
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く）) 別添４－４
11／11

JAEAふげん JNFL埋設 NMCC東海 東大 MNF
NMCC六ヶ所 NDC 京大
東芝 NFD NFI東海
JAEA人形峠 近大 NFI熊取
JNFL濃縮 GNF-J 原電東海

区分 原子力事業者防災訓練の実績 指標１１ 緊急時対応要員の訓練参加率（事業所）
評価対象の
考え方など

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母とし
て、参加率を確認する。
訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるた
めコントローラを含めるが、評価者は含めない。

訓練参加率＝訓練に参加した人数÷訓練計画時に計画した対象人数

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある
者の９０％以上

16
８０％以上、
９０％未満

1 ８０％未満 0

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

上記のいずれも参加率９０％を上回る 【MNF】
参加人数：152人／対象人数：189名（80.4％）

備
考
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第１５回原子力事業者防災訓練報告会

複数拠点同時発災訓練の取り組みについて

２０２３年７月２６日
国 立 研 究 開 発 法 人

日本原子力研究開発機構

1

別添4-5
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１．はじめに

原子力機構では、３ヶ年の防災訓練中期計画を策定し、訓練
目標を定めて訓練に取り組んでいる。令和元年度から３年度の
防災訓練中期計画では、各拠点において「単一拠点複数施設
同時発災時の機構内外への情報共有の習熟」を訓練目標に設
定し、抽出した課題に対して改善を図ってきた。

次のステップとして、令和４年度から６年度の防災訓練中期計
画では、「複数拠点同時発災時の機構内外への情報共有の習
熟」を訓練目標に設定し、令和４年度に原子力科学研究所及び
核燃料サイクル工学研究所の合同訓練を実施したので、その取
り組みについて紹介する。

3

（同時発災訓練を設定した理由）
広域自然災害（大地震）の発生を想定した場合、多数の原子力施設を有する原子力

機構においては、複数施設／拠点で同時に事象が発生する可能性も否定できないこ
とから、段階的に対応能力の向上を目指していくべきと判断したため。
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２．訓練概要

4

本部：即応センター

原子力科学研究所

核燃料ｻｲｸﾙ工学研究所

＜事象想定＞
東海村震度６弱地震発生を起因として、原子力科学研究所

及び核燃料サイクル工学研究所において、以下の事象が発生。

・原子力科学研究所
発災施設：JRR-3（試験研究炉施設）
発生事象：原子炉冷却材の漏えいに伴う

原子炉プール水位低下（AL30
/SE30/GE30）。負傷者。

・核燃料サイクル工学研究所
発災施設：プルトニウム燃料技術開発センター（核燃料物質使用施設）
発生事象：グローブボックス系排気配管に設置されている

フィルタの破損により排気筒から放射性物質が
大気中へ放出（SE02/GE02）。火災。負傷者。

２拠点からの情報を本部（即応センター）が集約し、原子力規制庁緊急
時対応センター（ERC）へ的確かつ円滑に情報提供する必要がある。

電子国土Web

施設の種類や被災内容が大きく異なっており、各拠点から複数の情報が発信される。
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３．改善① 原子力機構内の情報収集

改善No.1 発話の統制
・呼び出す際は「こちらＪＲＲ-３（施設名）。原科研（拠
点名）現地本部、宜しいか？」、のように、“拠点名”
や“施設名”を必ず発話することをルール化。

・２拠点からの情報提供のタイミングが重なった場合
は、重要度（重大性、進展性）を踏まえて、どちらの
発話を優先するか機構対策本部情報班長が判断
することをルール化。

改善No.2 ホットラインの新設
・機構ＴＶ会議で発話できなかった拠点においては、電
話で情報共有できるようにホットラインを新設。

改善No.3 時系列様式の見直し
・機構対策本部で作成している時系列について、拠点
毎の情報として区別して記載できるように見直し。

5

【背景】

原子力機構では、事故発災時に機構対策本部（本
部：即応センター）、現地対策本部（発災拠点の緊急
時対策所）及び現場指揮所（発災施設）が機構内専
用のＴＶ会議システム（機構ＴＶ会議システム）を接続
することで、情報を共有する。
【課題】

複数拠点で発災した場合は、同時に多数の情報が
発話されるため、混乱が生じる。

※発災施設が複数の場合は、現地対策本部情報統括者
が機構ＴＶ会議システム上の発話を仕切る。

単
一
拠
点
発
災
の
場
合

複
数
拠
点
同
時
発
災
の
場
合
（改
善
後
）

機構対策本部

（本部：即応センター）

現地対策本部

（原科研）

現場指揮所

（原科研）

現場指揮所

（核サ研）

現地対策本部

（核サ研）

機構TV会議
システム

T
E
L

時系列

T
E
L

情報班長

ホットライン：収集した情報をメモに記載し、
印刷の上、本部内に配布

機構TV会議
システム

機構対策本部

（本部：即応センター）

現場指揮所

（発災施設）

現地対策本部

（発災拠点）
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統合防災
NW

発災拠点
ERC対応ブース

※回答指示

ERC

複数拠点同時発災の場合（改善後）単一拠点発災の場合

統合防災
NW

３．改善② ERCへの情報発信（１/２）

6

発災拠点とのホットライン
（ERCからの質問対応）

統括者

発話者
情報整理担当者

情
報
収
集
担
当
者

(

機
構T

V

会
議
情
報)

情報チェック

機構対策本部ERC対応ブース

情
報
収
集
担
当
者

(C
O
P

情
報) 発災拠点とのホットライン

（ERCからの質問対応）

統括者

発話者
（原科研担当）情

報
収
集
担
当
者

(

機
構T

V

会
議
情
報)

情報チェック・
発話の統制

発話者
（核サ研担当）

情報整理担当者
（原科研担当）

情報整理担当者
（核サ研担当）

情
報
収
集
担
当
者

(C
O
P

情
報)

※発災拠点の情報毎に各情報整理担当者へ伝達

改善No.1 要員の追加
・ERCに対する発話の負担を軽減させるため、情報整理担当者、発話者をそれぞれ１
名増員し、発災拠点毎に情報を整理し発信する役割を分担。

改善No.2 発話の統制
・情報発信が重なった際、統括者が重要度（重大性、進展性）を踏まえてERCへ優先
的に提供すべき情報を判断、発話者へ指示することをルール化。

【課題】
複数拠点で発災した場合は、機構対策本部で取り扱う情報量が多くなる。

機構対策本部ERC対応ブース

発災拠点
ERC対応ブース

※回答指示

※原子力機構では種々の原子力施設を有しており、施設の専門家は各拠点に所在している。ERCからの質問のうち施設の技術的な内容については、拠点から回答する運用となっている。

ERC

TV会議 書画装置 書画装置TV会議
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３．改善② ERCへの情報発信（２/２）

7

・情報の重要度について
ＥＲＣとの情報共有において、 情報発信が重なった際、統括者は以下

の重要度分類を踏まえて、ERCへ優先的に提供する情報を判断し、
ERCへの発話を指示した。

項目重要度

・ＧＥ／ＳＥの発生、ＧＥ／ＳＥの発生の蓋然性

・周辺住民に影響を与える事象の発生（放射性物質放出等）

・人命に関わる作業員の負傷等（事故収束活動に影響する場合も含む）

・事故収束戦略の策定・変更

高

・GE／SE／ALが発生しているプラント状況

プラントで顕在化している被害や異常、戦略の進捗、事象進展の予測、

水位／水温／放射線情報等（変動があった場合）

・火災の発生及びその対応状況

・作業員の負傷等に係わる情報

通
常

・作業員の負傷等に係わる情報（第２報以降）

・水位／水温／放射線情報等の定例報告
低

表 情報の重要度（発話の優先順位）の例
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４．実施結果、今後の改善点

8

 複数拠点同時発災時の課題を事前に抽出し、対処したことに
より、実際の訓練においても大きな問題なく進行することがで
きた。

 ERCとの情報共有に関しても、概ね円滑に実施できたという
評価をいただいた。

 より難度の高いシナリオでも対応できることを目指し、今年度
以降も訓練を通して、継続して改善を行い、習熟を図っていく。
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COPを⽤いた情報共有⽅法の改善について

2023年7⽉26⽇

第15回原⼦⼒事業者防災訓練報告会

別添4－6
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︓当社はサイクル事業のうち５事業を展開

⽬ 次

１．はじめに
２．ＣＯＰの構成
３．ＣＯＰの改善
４．ＣＯＰ⼊⼒および共有⽅法
５．まとめ

【参考】ＣＯＰ①の具体的な改善内容例
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１．はじめに

2

平成30年度第21回原⼦⼒規制委員会の「原⼦⼒事業者防災訓練報告会の結果報告について」
において、平成30年度原⼦⼒防災訓練に向けた訓練評価指標（核燃料施設等）が⽰された際に、
当社およびJAEAは、前年度までのERC プラント班との情報共有の実績があることから、運⽤が確⽴
された体制や⼿順の更なる向上を⽬指すものとし、実⽤炉と同等の評価指標となった。

（平成30年度 第21回原⼦⼒規制委員会資料より）

【平成30年度 核燃料施設等の評価指標策定】

当社としても情報共有の更なる向上を⽬指すため、ERCプラント班との情報共有⽅法として、評価
指標で⽰されている「事故・プラントの状況」、「事故収束対応戦略」、「戦略の進展状況」に提⽰できる
ように、それぞれのＣＯＰ（Common Operational Picture）を作成して、ERCプラント班との
情報共有を図ることとした。
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２．ＣＯＰの構成

3

ＣＯＰの構成検討にあたっては、まずは事業部対策本部内での情報共有や戦略検討に⼗分資す
ることができるかなどの観点で検討した。

具体的な構成は、電⼒会社の訓練視察や意⾒交換などを⾏い、当社 加⼯施設（ウラン濃縮⼯
場）の事故収束に必要な情報を記載できるように作成した。

加⼯施設ＣＯＰ①（濃縮 設備状況） 加⼯施設ＣＯＰ②
（加⼯施設【ウラン濃縮⼯場】設備概要図）

加⼯施設ＣＯＰ③（戦略シート）

【構成検討し、初期作成した各ＣＯＰ】

ＣＯＰ①︓プラント状況、新たな事象発⽣、気象状況および線量状況、負傷者発⽣、対処状況が
確認できるよう必要な情報を整理。（評価指標のうち、「事故・プラントの状況」に該当）

ＣＯＰ②︓プラント設備および対処状況などをポンチ絵などを⽤いて状態が分かるように整理。
（評価指標のうち、「事故・プラントの状況」に該当）

ＣＯＰ③︓事故の進展予測およびこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略として整理。
（評価指標のうち、「事故収束対応戦略」、「戦略の進展状況」に該当）
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３．ＣＯＰの改善

4

【加⼯施設ＣＯＰ①（濃縮 設備状況）】
ＣＯＰ①は、プラント状況、新たな事象発⽣、気象状況および線量状況、負傷者発⽣、対処

状況など必要な情報を整理するとともに、これまでの個別訓練、総合訓練などを踏まえ、以下のよ
うな改善を図ってきた。
また、ＣＯＰを使⽤した当初は、プラント情報を⼊⼿する運転管理班のみで記⼊していたが、現

場からの各種情報を踏まえ、各班で⼊⼒する箇所をシート上で⾊分けをして各班において、分担し
て⼊⼒するように改善した。

令和４年度 原⼦⼒防災訓練時（第1部訓練）に使⽤したＣＯＰ①
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３．ＣＯＰの改善

5

【加⼯施設ＣＯＰ②（加⼯施設【ウラン濃縮⼯場】設備概要図）】
ＣＯＰ②は、作成当初、プラント設備および対処状況などをポンチ絵などを⽤いて状態が分か

るように設備概要図として状況を⼿書きで記⼊する資料として作成していた。しかし、ＣＯＰ①同
様に電⼦ホワイトボード（以下、「電⼦WB」という。）によって、全社対策本部および即応センタ
ーにも常に最新の設備状況を共有するため、構成を⾒直して電⼦化を図った。

令和４年度 原⼦⼒防災訓練時（第1部訓練）に使⽤したＣＯＰ②
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３．ＣＯＰの改善

6

【加⼯施設ＣＯＰ③（戦略シート）】
ＣＯＰ③は、作成当初、事故の進展予測および事故収束に向けた対応戦略（対応策）につ

いて、対策フローと対処状況が分かるような戦略シートとしていたが、対策フロー以外の事象に使
⽤できないため、汎⽤性のある戦略シートに変更した。

令和４年度 原⼦⼒防災訓練時（第1部訓練）に使⽤したＣＯＰ③
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４．ＣＯＰ⼊⼒および共有⽅法

7

現場からの災害および対処情報は、事業部対策本部内で「加⼯施設ＣＯＰ①（濃縮 設備状況）」
に必要な情報を各班が⼊⼒し、常に更新することで、最新情報を共有している。

また、その情報は、電⼦WBによって、全社対策本部および即応センターにも同様の内容が表⽰され、
リアルタイムに情報共有している。

︓ＣＯＰ①作成者

︓ＣＯＰ②作成者

︓ＣＯＰ③作成者

全社対策本部 電⼦WB

ERC対応ブース電⼦WB

全社対策本部 電⼦WB
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４．ＣＯＰ⼊⼒および共有⽅法

8

社内掲⽰板内に『情報共有データベース（ＣＯＰ・戦略シート共有）』を構築し、各ＣＯＰ、プラン
トデータ、通報⽂などをこの情報共有データベースに貼り付けている。
その貼り付けされた情報を即応センター内で印刷し、その時の最新情報を使⽤して、ERCプラント班

に書画装置を⽤いて情報提供している。

情報共有ＤＢから打ち出し資料によって説明している様⼦
（当社即応センター ⇒ ERCプラント班 ）

『情報共有データベース（ＣＯＰ・戦略シート共有）』
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５．まとめ

9

ＣＯＰを導⼊してから約５年を経過しているが、個別訓練や総合訓練毎に
課題抽出し、常に改善を図っている。
また、昨年度の原⼦⼒防災訓練においても、ＣＯＰ（戦略シート）に課題

（事象対処に対する第２、第３の⽮とする明確な戦略が⽰されていない、明
確かつ正確な戦略内容で対処できていない）があり、現在も改善を⾏っている。
当社は、再処理⼯場、⾼レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター、ウラン濃縮

⼯場、低レベル放射性廃棄物埋設センターまた、現在建設中でありますMOX
燃料⼯場とそれぞれ事業内容が異なる５つの施設を設置しております。
そのため、どの施設が発災したとしても、同じようにERCプラント班へ情報共有

できるようなフォーマットに近づけることで、正確かつ分かりやすく説明できるよう
努めております。
今後も原⼦⼒災害に対しては、⾼みを⽬指した訓練を実施するとともに、正確

かつ分かりやすいＣＯＰにするべく改善を進め、緊急時対応能⼒の維持・向上
および分かりやすい情報発信に努めていくこといたします。
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【参考】ＣＯＰ①の具体的な改善内容例

10

【加⼯施設ＣＯＰ①（濃縮 設備状況）】 参考︓令和４年度 原⼦⼒防災訓練時（第1部訓練）に使⽤したＣＯＰ①

【体制】
状態が速やかに
分かるよう表⽰
背景を事象に応
じて⾊分けした

【負傷者情報】
初動時の⼊⼒や管理区域お
よび⾮管理区域など場所応じ
て⼊⼒できるように⼯夫した

【数値関係】
ＥＡＬ判断に必
要な数値到達時
間を記載できる
ように、到達判断
が速やかにできる
うに⼯夫した

【ゲート、道路状況】
⼯場周辺だけではなく、隣接
事業所にある全社対策本部
との移動⼿段を明確にした

【UF６漏えい対処】
・漏えい状態が速やかに分かるよう表⽰背景を
事象に応じて緊急性に応じて⾊分けした
追加安全対策設備や対処時間などを記載して、
対処状況が分かるようした。

【⽕災対処】
複数の⽕災対処に
も対応できるよう記
載修正した。

【全体】
・各班で⼊⼒する箇所をシート上で⾊分けをして各班において、
分担して⼊⼒するようにした。
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評価指標見直し(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理）（案） 　

別添５－１
1/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対する
分析・評価が行われ、
全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

情報フローを作成して
いるものの、全体が網
羅されていない　又は
情報フローを作成して
いない

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対す
る分析・評価が行わ
れ、全体を網羅した
情報フローへ反映し
ている

全体を網羅した情報
フローを作成してい
る

情報フローを作成し
ているものの、全体
が網羅されていない
又は　情報フローを
作成していない

現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

２－１
事故・プラントの状況

２－１
事故・プラントの状
況

　現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線
量の状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況
について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分
であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがな
く即応センターから積極的に情報提供がされてい
るかを評価する。

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－２
進展予測と事故収束
対応戦略

　事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に
向けた対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラ
ント班との情報共有が十分であるか評価する。必
要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積
極的に情報提供がされているかを評価する。

２－３
戦略の進捗状況

２－３
戦略の進捗状況

　事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状
況について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十
分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れが
なく即応センターから積極的に情報提供がされて
いるかを評価する。

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表示シス
テムの使用に習熟し、
情報共有に活用した

特段の支障なく情報共
有が行われている 情報共有に支障があ

り、改善の余地がある

３－１
プラント情報表示シ
ステムの使用（ＥＲ
ＳＳ等を使用した訓
練の実施）

プラント情報表示シ
ステムの使用に習熟
し、情報共有に活用
した

特段の支障なく情報
共有が行われている 情報共有に支障があ

り、改善の余地があ
る

現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セ
ンターの補助ができて
いた

特段の支障なく情報共
有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応
センターの補助がで
きていた

特段の支障なく情報
共有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地があ
る

現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラン
ト班に共有され、情報
共有に資した

特段の支障なく情報共
有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラ
ント班に共有され、
情報共有に資した

特段の支障なく情報
共有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地があ
る

現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要
な際、備付け資料が活
用されていた

特段の支障なく情報共
有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の
活用

情報共有において必
要な際、備付け資料
が活用されていた

特段の支障なく情報
共有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地があ
る

現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

令和4年度評価指標（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理） 令和5年度評価指標（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理）
見直しの観点など

区分
基準

評価対象の考え方など指標
基準

区分 Ｎｏ． 指標

情
報
共
有
・
通
報

Ｎｏ．

情報共有のための情報フ
ロー

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フ
ロー

訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フ
ローの計画について確認する。

情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②
事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）、
⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、な
にを、どんな目的で、どのようにの観点からみた、情報伝達の一連の流れをい
う。

また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対
する改善策を反映したものとしているかを確認する。

【２部制訓練】
第１部訓練を対象として評価する。

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準
により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われ
ている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行
われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準
により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われ
ている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行
われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

事象の進展や事故収束戦
略・予測進展の変更といった
状況変化時や、適時に施設全
体を俯瞰した現況について、
テレビ会議システム等での発
話等により説明ができたかを
評価の観点とする。

また、訓練実施後に行うＥ
ＲＣプラント班要員へのアン
ケート結果も踏まえ評価に反
映する。

※即応センターが求められて
いない事業所は、緊急時対策
所に読み替える。

【２部制訓練】
第１部訓練を対象として評価
する。

【同一地域複数事業所同時発
災を想定した訓練】
訓練参加者の力量向上のため
に、あえて情報が錯綜するシ
ナリオを設定したことによる
支障は評価に考慮しない。

現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。
また、大規模災害時の現実的な訓練として同一地域複数事
業所同時発災訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

【補足説明】
・通信機器の操作（即応センターとＥＲＣプラント班を接
続する通信機器の操作）の確認として、訓練中の音声断の
マルファンクションは継続する。
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変悪いが1）とし、
3以上をa、2以上をb、2未満をcとして評価に反映する。(昨
年度と同様)

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応セ
ンターが同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラ
ント状態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共有をしているかを
評価する。

プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、これと同等のプラント情報表示シ
ステム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことであり、ＥＲＣプラ
ント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有
できるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または即応センターがそれぞれで
必要な時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評
価に反映する。

なお、この指標はＥＲＳＳの伝送が求められている事業所に限り評価対象とす
る。また、ＥＲＳＳの伝送設備が整備途上の場合は、評価対象外とする。

【２部制訓練】
第１部訓練を対象として評価する。

ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目
的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲ
Ｃプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向等を即
応センターに伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評
価に反映する。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

【２部制訓練】
第１部訓練を対象として評価する。なお、第１部訓練において特定事象に至らな
い場合、リエゾンの活動を評価対象から除外する。

ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共
有がなされているかを評価する。ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣ
ＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを評
価する。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評
価に反映する。
※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応
戦略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各
社で様式や名称は異なる。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

【２部制訓練】
第１部訓練を対象として評価する。

ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を
使用して情報共有をしているかを評価する。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評
価に反映する。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

【２部制訓練】
第１部訓練を対象として評価する。

211



評価指標見直し(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理）（案） 　

別添５－１
2/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

令和4年度評価指標（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理） 令和5年度評価指標（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理）
見直しの観点など

区分
基準

評価対象の考え方など指標
基準

区分 Ｎｏ． 指標Ｎｏ．

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

【補足説明】
①について、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第
１５条事象に係る通報に対して評価する。また、評価の参
考として、全ての通報・連絡及び報告の、誤記、記載漏
れ、訂正報の状況について確認する。
③の「速やか」とは、会議の主旨に鑑み、通報FAXの到着を
待たずに対応することを期待している。EAL判断から確認/
認定までの時間で確認し、時間を要している場合は一連の
対応に問題がなかったかを確認して評価する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画時にシナリオを
踏まえ期待する間隔とタイミング、期待する報告内容にい
て確認する。

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できる

訓練実施計画等が、一
部前回までの訓練の課
題について検証できな
い

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できない

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、
前回までの訓練の課
題について検証でき
る

訓練実施計画等が、
一部前回までの訓練
の課題について検証
できない

訓練実施計画等が、
前回までの訓練の課
題について検証でき
ない

現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

６

【Ｐ】

全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを非
提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを提
示

６

【Ｐ】

全てのプレーヤに対
して全てのシナリオ
を非提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対
して全てのシナリオ
を提示

現行指標を継続するが、大規模災害時の現実的な訓練とし
て同一地域複数事業所同時発災訓練を想定した場合の評価
の考え方を追加する。

８

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

８

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬するため記者会
見で想定される厳しい質問に加え、一般市民の目線で広報
がされているかを外部の目で評価することを目的としてい
る。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切か
つ迅速に行われているか評価する。
①特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条
事象に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考とし
て、全ての通報、連絡及び報告について、万一、誤記、記載漏れがあった場合に
事業者がこれを発見し訂正報が確実に行われていることを確認する。
②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に
係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラン
ト班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
③上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５
条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応
できたか、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収
束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行わ
れたか評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めてい
る項目（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出
状況、モニタ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。

【２部制訓練】
第１部訓練では警戒事態通報及びその後の経過報について上記を準用して評価す
る。第２部訓練では、特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等
について、訓練コントローラーからの条件付与に基づき、上記に基づき適切かつ
迅速に行われているか評価する。

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改
善策が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリ
オ等）となっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等
を含めて確認する。

また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法
（例えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改善策の有効性を検証す
るための評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されているこ
と）が明確になっているかを確認する。

なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓
練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

【２部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

現行指標を継続するが、大規模災害時の現実的な訓練とし
て同一地域複数事業所同時発災訓練を想定した場合、評価
対象として追加する。
また、現実的なシナリオに基づく訓練として２部制訓練を
想定した場合の評価の考え方を追加する。 が、より難度の
 高いシナリオによる訓練を促すため、確認項目と評価基準
 を一部見直す。

【補足説明】
①発災を想定する施設(複数施設、 又は全施設又は複数事業
所)
②能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオか ・
原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う応急措置と
して実施する事故対処の能力向上に資する現場実働、プラ
ント状態の把握を困難とする想定、複数事業所同時発災時
の他事業所の状況把握等、実効性を高める工夫が図られて
いるか。
➂ＥＡＬ判断(複数の異なるＥＡＬ番号)
　・原子力防災管理者の判断を要しないEAL（地震、津波な
ど)は評価外
　・複数事業所同時発災訓練において、他事業所のEALが影
響を及ぼす可能性があり対策を考慮しなければいけない場
合は複数のEALを想定したとみなす
④場面設定等(３つ以上の付与)
　・時間､場所､気象､体制､資機材､計器故障､人為的ミス､
OFC対応､判断分岐､複数事業所同時発災､その他の区分で確
認
　・毎年全く同じ場面設定等とした場合、訓練プレーヤが
容易に予見可能であり、対応能力向上の幅を広げること及
び訓練の緊張感維持することができないことから、多様化
に努めているとは言えない。
評価:全てでA、３つ又は２つでＢ､他はＣ（２部制訓練の場
合は第１部訓練でで多様性が３つ以上であっても２部制訓
練で多様性がなければＢとする。）

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った
外部への情報発信

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った
外部への情報発信

事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うため
に、どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。

なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講
師なども対象とする。④の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成
し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。

広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を
有する事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限
り、他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

【２部制訓練】
第１部訓練又は第２部訓練のほか、要素訓練を含めて評価する。

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等と

いった訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場
合をシナリオ非提示とする。

【２部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

【同一地域複数事業所同時発災を想定した訓練】
訓練参加者の力量向上のために、シナリオを公開することが適切だと判断できる
場合は本指標は評価対象外とする。

７

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナ
リオに取り組んでいた

適度なシナリオであ
り、シナリオの多様化
に努めていた

平易なシナリオであっ
た

７

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシ
ナリオに取り組んで
いた

適度なシナリオであ
り、シナリオの多様
化に努めていた

平易なシナリオで
あった

対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ
難度の高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。

発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、同一地域における複数
事業所同時発災、発生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プ
ラント状態、場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計
器の故障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定した要員派遣と支援要請等
への対応などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上
の判断分岐となるポイントやマルファンクションの数、マルチエンディング方式
の採用などから、シナリオの多様化・難度の取り組みについて総合的に確認す
る。

事態発生時の対応能力の向上を促せるような実効性のある事故シナリオを想定
して以下の事項を考慮しているか確認する。

・原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う応急措置として実施する事故
対処の能力向上に資する現場実働

・プラント状態の把握を困難とする想定等、実効性を高める工夫が図られてい
るか。

【２部制訓練】
第１部訓練については、上記の観点からＥＡＬに関する事項を除いて評価し、第
２部訓練については、発生するＥＡＬの多様化（前年度と異なるＥＡＬの想定
等）、通信連絡体制（通報文作成者の不在等）、通信方法の多様性（衛星通信の
使用等）が図られているか等のEALに関する事項を評価する。
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評価指標見直し(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理）（案） 　

別添５－１
3/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

令和4年度評価指標（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理） 令和5年度評価指標（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理）
見直しの観点など

区分
基準

評価対象の考え方など指標
基準

区分 Ｎｏ． 指標Ｎｏ．

９

【Ｄ】

原子力事業者防災業務
計画に定める全ての項
目を実動で実施

原子力事業者防災業務
計画に定める一部の項
目を実動で実施

実動なし

９

【Ｄ】

原子力事業者防災業
務計画に定める全て
の項目を実動で実施

原子力事業者防災業
務計画に定める一部
の項目を実動で実施

実動なし 現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

１０

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし

１０

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし 現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施され
ている

①のみ実施

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されて
る

①及び②まで実施さ
れている

①のみ実施 現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

【補足説明】
・規制庁からの指摘で課題の抽出からやり直す社があった
ため、自主的に課題を抽出することを促す。

１２
【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員の総数
のうち本訓練を受ける
必要のある者の９０％
以上

８０％以上、９０％未
満

８０％未満

１２
【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員の総
数のうち本訓練を受
ける必要のある者の
９０％以上

８０％以上、９０％
未満

８０％未満 現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

１３
【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要員の総
数のうち本訓練を受け
る必要のある者の９
０％以上

８０％以上、９０％未
満

８０％未満

１３
【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要員の
総数のうち本訓練を
受ける必要のある者
の９０％以上

８０％以上、９０％
未満

８０％未満 現行指標を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓練と
して２部制訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行確認事項を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓
練として２部制訓練を想定した場合の確認の考え方を追加
する。
また、１０条、１５条通報の事業者の責任をより明確化す
る。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行確認事項を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓
練として２部制訓練を想定した場合の確認の考え方を追加
する。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動を実施した訓練
の種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝの有無と内容
・連携状況：現場と緊対所との連携の有無、その他即応セ
ンター等との連携の有無
・他事業者評価：受入れ状況

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況
を評価する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、移動先で物資や人を実
際に機能させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。評価の対象とは
しないが、実動で訓練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。
実連絡とは、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている事業所に限り
評価対象とする。なお、事業者間の協定等がない事業所であって、自社の他事業
所からの支援活動が定めている場合は評価対象とする。

【２部制訓練】
第１部訓練のほか、要素訓練を含めて評価する。

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピア
レビュー等を求めるといった取組について確認する。

①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子
力や防災に関連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者
として受け入れた場合も実績に含める。

【２部制訓練】
②における自社訓練や③におけるピアレビューを受ける訓練は、第１部訓練を対
象とする。また、①における他社の訓練は、他社の第２部訓練及び要素訓練を除
く。

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出
し、その課題に対する原因分析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行
われ、具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の
記載により確認する。

①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照ら
し何ができて何ができなかったのか分析した上で自主的に課題を抽出しているこ
と、②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析
されていることを確認する。

なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価について
は、この指標で確認する。

【２部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
実
績

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
実
績

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加
率を確認する。

訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコント
ローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

【２部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練のそれぞれを対象として評価する。

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参
加率を確認する。

訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコント
ローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

なお､この指標は即応センターが求められている事業所に限り評価対象とす
る。

【２部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練のそれぞれを対象として評価する。

備考

１０条通報に要した時間

備考

１０条通報に要した時間 すべての特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）を対象とし
て、通報に要した時間（原子力防災管理者が「特定事象の発生」を判断した時刻
から、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻まで）を計測して事業
者が防災業務計画等に設定した時間内に通報できたか確認する。また、ＦＡＸ等
の着信確認を確実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通
報・連絡ができたかも確認する。

【２部制訓練】
第１部訓練では警戒事態通報について上記を準用して確認する。第２部訓練で
は、特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）について、訓練コン
トローラーからの条件付与に基づき、上記に基づき適切かつ迅速に行われている
か確認する。

現場実動訓練の実施 現場実動訓練の実施

　現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する

緊急時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練等とし

て実施する訓練も確認の対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練

等は含めない。

【２部制訓練】
２部制訓練を実施した施設においては、主に第１部訓練を対象として確認する。
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評価指標見直し(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理）（案） 　

別添５－１
4/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

令和4年度評価指標（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理） 令和5年度評価指標（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理）
見直しの観点など

区分
基準

評価対象の考え方など指標
基準

区分 Ｎｏ． 指標Ｎｏ．

【P】 【P】

現行確認事項を継続するが、現実的なシナリオに基づく訓
練として２部制訓練を想定した場合の確認の考え方を追加
する。

【補足説明】
訓練結果を踏まえて中期計画に対する見直しの検討が行わ
れ、かつ、適時のタイミングで中期計画に反映されたかを
確認する。

訓練報告書届出日  訓練報告書届出日

経過日数  経過日数

発災時に構内で多数の作業者がいる場合を想定して、これ
らの者の避難活動により現場実働に支障が出ることがない
か、これらの者の安全を確保できるのか確認する。

参考  参考

中期計画見直し 中期計画見直し

中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計
画への反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努
めているかを確認する。

なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を
確認する。

【２部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して確認する。

評価指標だけで表せない取組等を記述する。 評価指標だけで表せない取組等を記述する。

事業所構内で作業している協力会社社員等も考慮した災害発生時の対応を確認す
る。
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評価指標見直し(核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く))(案) 　

別添５－２
1/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｄ】

緊急時対策所とＥＲＣ
プラント班との情報共
有

改善の取組により能力
向上が図られている

一部に改善の余地があ
る

一層の改善が必要であ
る

１

【Ｄ】

緊急時対策所とＥＲＣ
プラント班との情報共
有

必要な情報に不足や遅
れがなく、積極的に情
報共有が行われている
 改善の取組により能力
 向上が図られている

特段の支障なく情報共
有が行われている 一部
 に改善の余地がある

情報共有に支障があ
り、改善の余地がある
 一層の改善が必要であ
 る

事故・プラントの状況（現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状
況、負傷者の発生等の発生イベント、現況）、進展予測と事故収束対応（事故の進
展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策））、戦略の進捗状
況（事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況）について、ＥＲＣプラント
班との情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく緊急時対
策所から積極的に情報提供がされているかを評価する。
事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設

全体の現況について説明ができたか、また、図表などの視覚情報（ＥＲＣ備付け資
料）の活用、リエゾンの活動（ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、緊急時
対策所を補助するという目的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必
要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプ
ラント班の意向等を緊急時対策所等に伝達しているか等）を評価する。

【２部制訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練を対象として評価する。なお、第
1部訓練において特定事象に至らない場合、リエゾンの活動 、 Ｃ Ｏ Ｐ の 活 用を評価
対象から除外する。

【同一地域複数事業所同時発災を想定した訓練】
訓練参加者の力量向上のために、あえて情報が錯綜するシナリオを設定したことに
よる支障は評価に考慮しない。

現行指標では軽微な改善コメントが一つでもあれば、適切か
つ積極的な情報共有が図られていても評価基準がBを適用する
ことになることから、情報共有の実態に合わせて評価できる
よう基準の見直しを行う。
また、特定事象に至らない訓練においても、情報共有におけ
るCOPの有用性に鑑み、COPの活用を求めることとする。
さらに、大規模災害時の現実的な訓練として同一地域複数事
業所同時発災訓練を想定した場合の評価の考え方を追加す
る。

【補足説明】
評価の観点は実用炉と同じく以下の通りとするが、ＥＲＣプ
ラント班のアンケートによる評価は実施しない
○ＥＲＣプラント班との情報共有
　①事故・プラントの状況
　②進展予測と事故収束対応戦略
　③戦略の進捗状況
○情報共有のためのツール等の活用
　①リエゾンの活動
　②ＣＯＰの活用
　③ＥＲＣ備付け資料の活用

２

【Ｄ】

確実な通報・連絡の実
施
①ＦＡＸ等の通報が１
５分以内
②通報文の正確性
③ＥＡＬ判断根拠の説
明
④第２５条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

２

【Ｄ】

確実な通報・連絡の実
施
①１０条、１５条事象
発生通報ＦＡＸ等 の通
 報が１５分以内
②通報文の正確性
③ＥＡＬ判断根拠の説
明
④第２５条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ
迅速に行われているか評価する。
①ＥＡＬに該当する事象（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係
る事象）を原子力防災管理者が判断した時刻から、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント班
に発信操作した時刻までを計測して事業者が防災業務計画等に設定した時間内に通
報できたか評価する。また、ＦＡＸ等の着信確認を確実に行ったか、ＦＡＸ等が困
難な状況において代替手段での通報・連絡ができたかを評価に含める。
②特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事
象に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、
全ての通報、連絡及び報告について、万一、誤記、記載漏れがあった場合に事業者
がこれを発見し訂正報が確実に行われていることを確認する。
③事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係
る事象）に、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開
催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応できたか、会議に
おいて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適
切かつ簡潔に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われ
たか評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項
目（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、
モニタ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。

【２部訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第１部訓練では警戒事態通報及びその後の
経過報について上記を準用して評価する。第2部訓練では、特定事象発生通報（原
災法第１０条及び第１５条事象）等について、訓練コントローラーからの条件付与
に基づき、上記に基づき適切かつ迅速に行われているか評価する。

基本的には現行指標を継続するが、１０条、１５条事象発生
通報の事業者の責任をより明確化する。

 ③ 事 業 者 が Ｅ Ａ Ｌ 判 断 時 （ 緊 急 事 態 の 遷 移 の 判 断 と な る 第 １
 ０ 条 及 び 第 １ ５ 条 に 係 る 事 象 ） に 、 Ｅ Ｒ Ｃ プ ラ ン ト 班 は 事 業
 者 と の １ ０ 条 確 認 会 議 、 １ ５ 条 認 定 会 議 を 開 催 す る が 、 Ｅ Ｒ
 Ｃ プ ラ ン ト 班 か ら の 会 議 招 集 に 対 し 速 や か に 対 応 で き た か 、
 会 議 に お い て 組 織 を 代 表 す る 者 が 発 生 事 象 、 事 象 進 展 の 予
 測 、 事 故 収 束 対 応 等 の 説 明 を 適 切 か つ 簡 潔 に 行 わ れ た か 評 価
 する。

【補足説明】
②について、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１
５条事象に係る通報に対して評価する。また、評価の参考と
して、全ての通報・連絡及び報告の、誤記、記載漏れ、訂正
報の状況について確認する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画時にシナリオを踏
まえ期待する間隔とタイミング、期待する報告内容にいて確
認する。

３

【Ｄ】

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲ
Ｃプラント班を接続す
る通信機器の操作）

通信機器の操作に習熟
し、円滑に対応してい
た

通信機器の操作に支障
はないが、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作に支障
があり、改善が必要で
ある

３

【Ｄ】

h 通信機器の操作に習熟
し、円滑に対応してい
た

通信機器の操作に支障
はないが、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作に支障
があり、改善が必要で
ある

電話の操作（ＥＲＣ音声会議システムへの接続、混信防止のマイク音量調整、
ヘッドマイクセットとスピーカーフォンの切替など）、テレビ会議システムの操作
（マイク音量調整や映像ソース切替、書画装置のフォーカス調整など）など通信機
器の操作、及び使用している通信機器（ＦＡＸ、電話、テレビ会議システム等）に
支障が発生した場合の代替手段への移行操作について確認し、ＥＲＣプラント班と
の情報共有に支障がないかを評価する。

【２部訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練を対象として評価する。

現行指標を継続する。

４

【Ｐ】

前回までの訓練の訓練
課題を踏まえた訓練実
施計画等の策定

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できる

訓練実施計画等が、一
部前回までの訓練の課
題について検証できな
い

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できない

４

【Ｐ】

前回までの訓練の訓練
課題を踏まえた訓練実
施計画等の策定

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できる

訓練実施計画等が、一
部前回までの訓練の課
題について検証できな
い

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善
策が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ
等）となっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含
めて確認する。
なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練

を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

【2部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

現行指標を継続する。

基準
評価対象の考え方など

情
報
共
有
・
通
報

情
報
共
有
・
通
報

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準
区分 Ｎｏ． 指標

令和４年度評価指標（核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く)） 令和５年度評価指標（核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く））（案） 
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評価指標見直し(核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く))(案) 　

別添５－２
2/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

基準
評価対象の考え方など

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準
区分 Ｎｏ． 指標

令和４年度評価指標（核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く)） 令和５年度評価指標（核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く））（案） 

５

【Ｐ】

シナリオ非提示型訓練
の実施状況

全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを非
提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを提
示

５

【Ｐ】

シナリオ非提示型訓練
の実施状況

全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを非
提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを提
示

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といっ

た訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合をシ
ナリオ非提示とする。

【2部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

【同一地域複数事業所同時発災を想定した訓練】
訓練参加者の力量向上のために、シナリオを公開することが適切だと判断できる場
合は本指標は評価対象外とする。

現行指標を継続するが、大規模災害時の現実的な訓練として
同一地域複数事業所同時発災訓練を想定した場合の評価の考
え方を追加する。

【補足説明】
訓練と同様のシナリオを用いて事前演習等を実施している場
合は、シナリオが予見できるに等しいことからシナリオ非提
示型訓練とは言えない。

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難
度

難度が高く多様なシナ
リオに取り組んでいた

適度なシナリオであ
り、シナリオの多様化
に努めていた

平易なシナリオであっ
た

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難
度

難度が高く多様なシナ
リオに取り組んでいた

適度なシナリオであ
り、シナリオの多様化
に努めていた

平易なシナリオであっ
た

対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難
度の高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。
発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、同一地域における複数事

業所同時発災、発生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラン
ト状態、場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故
障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定した要員派遣と支援要請等への対応
などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐
となるポイントやマルファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などか
ら、シナリオの多様化・難度の取り組みについて総合的に確認する。

事態発生時の対応能力の向上を促せるような実効性のある事故シナリオを想定して
以下の事項を考慮しているか確認する。
・原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う応急措置として実施する事故対処
の能力向上に資する現場実働
・プラント状態の把握を困難とする想定等、実効性を高める工夫が図られている
か。

【２部制訓練】
2部制訓練を実施する施設において、第1部訓練については、上記の観点からEALに
関する事項を除いて評価し、第2部訓練については、発生するEALの多様化（前年度
と異なるEALの想定等）、通信連絡体制（通報文作成者の不在等）、通信方法の多
様性（衛星通信の使用等）が図られているか等のEALに関する事項を評価する。

現行指標を継続するが、より実効的なシナリオによる訓練を
促すため、能力向上応能力を促せるような実効性のある事故
シナリオか確認する。

【補足説明】
○核燃料施設等については、発生事象が限られていることか
ら、主にシナリオの多様化の取り組みを評価する。
・場面設定等により訓練プレーヤへ難度の高い課題を与えて
いるかを確認する（多様化の取り組み数を確認）
・発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況、発生事象の深刻
度、発災原因、プラント状態の設定について取り組んだ場合
は、シナリオの多様化のひとつとして評価する。
○場面設定等
・発災を想定する施設数､EAL判断(複数の異なるEAL番号)

※地震･津波等は評価外､場所､気象､体制､資機材､計器故障､
人為的ミス､OFC対応､判断分岐､その他の区分で確認
・毎年全く同じ場面設定等とした場合、訓練プレーヤが容易
に予見可能であり、対応能力向上の幅を広げること及び訓練
の緊張感維持することができないことから、多様化に努めて
いるとは言えない。
・評価:３つ以上でＡ､２つでＢ､他はＣ（２部制訓練の場合は
第１部訓練でで多様性が３つ以上であっても２部制訓練で多
様性がなければBとする。）

７

【Ｐ】

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動
したプレス対応
②記者等の社外プレー
ヤの参加（他原子力事
業者広報担当等を含
む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを
使った外部への情報発
信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

７

【Ｄ】

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動
したプレス対応
②記者等の社外プレー
ヤの参加（他原子力事
業者広報担当等を含
む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを
使った外部への情報発
信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うため
に、どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師

なども対象とする。④の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模
擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。
広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有

する事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限り、
他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

【2部制訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練又は第2部訓練のほか、要素訓練
を含めて評価する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬するため記者会見
で想定される厳しい質問に加え、一般市民の目線で広報がさ
れているかを外部の目で評価することを目的としている。
また、他原子力事業者広報担当等の参加は、原子力事業者が
答えにくい質問に加え、相互に評価することで対応力の向上
を目的としている。

８

【Ｄ】

後方支援活動
①原子力事業者間の支
援活動
②原子力事業所災害対
策支援拠点との連動

原子力事業者防災業務
計画に定める全ての項
目を実動で実施

原子力事業者防災業務
計画に定める一部の項
目を実動で実施

実動なし

８

【Ｄ】

後方支援活動
①原子力事業者間の支
援活動
②原子力事業所災害対
策支援拠点との連動

原子力事業者防災業務
計画に定める全ての項
目を実動で実施

原子力事業者防災業務
計画に定める一部の項
目を実動で実施

実動なし 事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を
評価する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に
機能させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。評価の対象とはしない
が、実動で訓練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡と
は、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている事業所に限り評
価対象とする。なお、事業者間の協定等がない事業所であって、自社の他事業所か
らの支援活動が定めている場合は評価対象とする。

【2部制訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練のほか、要素訓練を含めて評価す
る。

現行指標を継続する。

【補足説明】
「要素訓練も評価の対象に含める」とは、後方支援活動のう
ち一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で実動するな
ど、複数の訓練を組み合わせて一連の後方支援活動の訓練が
行われる場合は実動として評価する。
例 総合訓練で実動
　　要請連絡､支援場所受入･支援活動
　要素訓練
　　総合訓練開始前に移動を実動

９

【Ａ】

訓練への視察など
①他原子力事業者への
視察
②自社訓練の視察受入
れ
③ピアレビュー等の受
入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

９

【Ａ】

訓練への視察など
①他原子力事業者への
視察
②自社訓練の視察受入
れ
③ピアレビュー等の受
入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレ
ビュー等を求めるといった取組について確認する。
①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子力

や防災に関連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者とし
て受け入れた場合も実績に含める。

【2部制訓練】
2部制訓練を実施施設において、②における自社訓練や③におけるピアレビューを
受ける訓練は、第1部訓練を対象とする。また、①及び④における他社の訓練は、
他社の第2部訓練及び要素訓練を除く。

現行指標を継続する。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組
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評価指標見直し(核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く))(案) 　

別添５－２
3/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

基準
評価対象の考え方など

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準
区分 Ｎｏ． 指標

令和４年度評価指標（核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く)） 令和５年度評価指標（核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及びJNFL再処理を除く））（案） 

１０

【Ｃ】
【Ａ】

訓練結果の自己評価・
分析
①問題点から課題の抽
出
②原因分析
③原因分析結果を踏ま
えた対策

①～③が実施されてる ①及び②まで実施され
ている

①のみ実施

１０

【Ｃ】
【Ａ】

訓練結果の自己評価・
分析
①問題点から課題の抽
出
②原因分析
③原因分析結果を踏ま
えた対策

①～③が実施されてる ①及び②まで実施され
ている

①のみ実施 訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、
その課題に対する原因分析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、
具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載によ
り確認する。
①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし

何ができて何ができなかったのか分析した上で自主的に課題を抽出していること、
②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されて
いることを確認する。

【2部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
・規制庁からの指摘で課題の抽出からやり直す社があったた
め、自主的に課題を抽出することを促す。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
実
績

１１
【Ｐ】
【Ｄ】

緊急時対応要員の訓練
参加率（事業所）

原子力防災要員の総数
のうち本訓練を受ける
必要のある者の９０％
以上

８０％以上、９０％未
満

８０％未満
原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
実
績

１１
【Ｐ】
【Ｄ】

緊急時対応要員の訓練
参加率（事業所）

原子力防災要員の総数
のうち本訓練を受ける
必要のある者の９０％
以上

８０％以上、９０％未
満

８０％未満 原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率
を確認する。
訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントロー

ラを含めるが、評価者は含めない。

　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

【補足説明】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練及び第2部訓練のそれぞれを対象
として評価する。

現行指標を継続する。

【P】 【P】

中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画
への反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努めて
いるかを確認する。
なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確

認する。

【2部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して確認する。

【補足説明】
訓練結果を踏まえて中期計画に対する見直しの検討が行わ
れ、かつ、適時のタイミングで中期計画に反映されたかを確
認する。

【Ｄ】 【Ｄ】

　現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊

急時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練等として

実施する訓練も確認の対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練等

は含めない。

【2部制訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、主に第1部訓練を対象として確認する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動を実施した訓練の
種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝの有無と内容
・連携状況：現場と緊対所との連携有無
・他事業者評価：受入れ状況

事業所構内で作業している協力会社社員等も考慮した災害発生時の対応を確認す
る。

発災時に構内で多数の作業者がいる場合を想定して、これら
の者の避難活動により現場実働に支障が出ることがないか、
これらの者の安全を確保できるのか確認する。

現場実動訓練の実施

評価指標だけで表せない取組等を記述する。 評価指標だけで表せない取組等を記述する。

中期計画見直し
中期計画見直し

現場実動訓練の実施
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